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◆
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
や
自
動
車
、
ロ
ボ
ッ
ト
な
ど
の
我
が
国
の
基
幹
産
業
を
支
え
る
要

と
し
て
、
高
い
国
際
競
争
力
を
有
し
て
い
る
。

◆
ナ
ノ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
・
材
料
科
学
技
術
は
、
シ
ェ
ー
ル
ガ
ス
革
命
、
安
全
保
障
問
題
の

顕
在
化
や
再
生
医
療
へ
の
期
待
の
増
大
等
社
会
的
課
題
の
多
様
化
の
中
で
、
課
題

の
解
決
に
資
す
る
分
野
横
断
的
な
基
盤
技
術
と
し
て
の
役
割
が
期
待
さ
れ
る
。

◆
ま
た
、
横
串
的
な
役
割
を
果
た
す
こ
と
で
、
異
分
野
融
合
・
技
術
融
合
に
よ
り
不
連
続

な
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
も
た
ら
す
可
能
性
を
持
っ
て
い
る
。

◆
欧
米
を
中
心
に
官
民
に
よ
る
重
点
的
投
資
が
過
去

10
数
年
に
わ
た
っ
て
継
続
的
に

行
わ
れ
て
お
り
、
大
規
模
な
集
中
拠
点
化
を
図
る
等
技
術
と
人
材
を
グ
ロ
ー
バ
ル
に

吸
引
す
る
大
規
模
投
資
を
推
進
し
て
い
る
。

◆
中
韓
等
ア
ジ
ア
各
国
に
お
い
て
も
、
国
家
イ
ニ
シ
ア
チ
ブ
の
下
、
政
府
投
資
が
劇
的

に
増
大
し
、
研
究
開
発
人
材
・
技
術
が
台
頭
し
て
き
て
い
る
。

◆
ま
た
、
各
国
と
も
投
資
効
率
の
最
大
化
を
企
図
し
、
成
果
創
出
の
ス
ピ
ー
ド
を
速
め
る

先
端
共
用
施
設
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
を
推
進
し
て
い
る
。

ナ
ノ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
・
材
料
科
学
技
術
の
研
究
開
発
方
策
に
つ
い
て
＜
追
補
＞
（
概
要
）

国
際
動
向

各
研
究
機
関
に
お
け
る
推
進
体
制
と
方
策

現
状
認
識

（
１
）
圧
倒
的
な
広
が
り
の
あ
る
基
礎
的
、
基
盤
的
研
究
と
し
て
の
振
興

・
ナ
ノ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
・
材
料
科
学
技
術
は
、
広
範
な
分
野
の
先
端
を
切
り
開
く
可
能

性
を
持
っ
て
お
り
、
そ
の
広
が
り
を
意
識
し
た
研
究
振
興
方
策
が
必
要
。

・
熾
烈
な
国
際
競
争
の
中
で
、
基
礎
的
、
基
盤
的
な
研
究
を
推
進
し
、
新
た
な
指
導

原
理
に
基
づ
く
材
料
開
発
に
よ
り
世
界
を
リ
ー
ド
し
続
け
る
こ
と
が
重
要
。

・
ハ
イ
リ
ス
ク
の
研
究
に
対
す
る
根
気
強
い
支
援
や
、
若
手
研
究
者
の
フ
レ
キ
シ
ブ

ル
な
発
想
・
能
力
を
十
分
に
活
用
す
る
等
セ
レ
ン
デ
ィ
ピ
テ
ィ
を
生
み
出
し
や
す
い

環
境
を
整
え
る
こ
と
が
重
要
。

（
２
）
広
範
な
社
会
的
課
題
の
解
決
に
資
す
る
研
究
開
発
の
推
進

・
未
解
決
な
社
会
的
課
題
に
革
新
的
な
ア
プ
ロ
ー
チ
を
提
供
し
、
解
決
に
導
く
。

・
よ
り
一
層
の
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
化
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
の
多
様
化
を
推
進
す
る
た
め
、

革
新
的
な
熱
電
変
換
材
料
や
圧
電
変
換
材
料
、
触
媒
等
、
高
効
率
な
エ
ネ
ル
ギ
ー

変
換
を
可
能
と
す
る
材
料
の
研
究
を
推
進
。

・
高
付
加
価
値
の
医
療
が
広
く
普
及
し
た
社
会
の
実
現
に
向
け
、
医
療
分
野
の
ニ
ー

ズ
を
踏
ま
え
た
ナ
ノ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
・
材
料
の
研
究
開
発
を
強
力
に
推
進
。

ナ
ノ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
・
材
料
科
学
技
術
の
推
進
に
向
け
た
基
本
的
な
考
え
方

（
３
）
我
が
国
の
強
み
を
伸
ば
す
研
究
開
発
の
推
進
戦
略

・
材
料
デ
ー
タ
群
の
徹
底
し
た
計
算
機
解
析
に
よ
る
、
情
報
科
学
と
材
料
科
学
の
融
合
し
た
新
た

な
材
料
設
計
手
法
を
確
立
し
、
我
が
国
に
お
け
る
材
料
研
究
を
加
速
化
さ
せ
る
こ
と
が
重
要
。

・
資
源
リ
ス
ク
に
係
る
国
際
動
向
を
見
極
め
つ
つ
、
希
少
元
素
を
全
く
用
い
な
い
こ
と
を
至
上
主
義

と
せ
ず
、
あ
ら
ゆ
る
元
素
の
無
限
の
組
み
合
わ
せ
の
中
か
ら
革
新
的
機
能
を
探
索
す
る
新
た
な

ア
プ
ロ
ー
チ
も
必
要
。

・
材
料
の
特
徴
や
関
連
産
業
の
国
内
外
動
向
等
に
応
じ
た
適
切
な
国
際
標
準
化
戦
略
や
知
的

財
産
戦
略
を
持
つ
こ
と
が
重
要
。

（
４
）
「
基
礎
か
ら
応
用
へ
」
、
「
応
用
か
ら
基
礎
へ
」の
循
環

・
基
礎
か
ら
応
用
、
実
用
化
へ
一
方
向
だ
け
で
は
な
く
、
問
題
の
本
質
へ
の
理
解
の
深
化
な
ど
を

通
じ
基
礎
研
究
に
立
ち
戻
る
よ
う
な
「
循
環
研
究
」
が
課
題
の
解
決
と
サ
イ
エ
ン
ス
の
双
方
に
重
要
。

（
５
）
人
材
の
育
成
・
確
保

・
広
範
な
分
野
の
基
礎
的
な
素
養
を
身
に
つ
け
、
俯
瞰
的
視
野
で
研
究
を
推
進
で
き
る
人
材
育
成

が
必
要
。

・
意
欲
的
に
産
業
界
の
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
や
海
外
で
の
研
究
活
動
の
機
会
を
持
た
せ
、
産
学
官

に
わ
た
り
グ
ロ
ー
バ
ル
に
活
躍
す
る
リ
ー
ダ
ー
の
育
成
が
必
要
。

（
１
）
大
学
の
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
を
最
大
限
発
揮
す
る
体
制
の
構
築

・
専
門
分
野
の
異
な
る
研
究
者
の
交
流
に
係
る
評
価
等
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
設
定
も

含
め
部
局
や
学
協
会
の
壁
を
打
破
し
た
教
育
研
究
環
境
の
構
築
が
重
要
。

・
学
術
界
と
産
業
界
の
双
方
向
の
人
材
交
流
の
活
性
化
等
新
た
な
価
値
を
創
造
す
る

研
究
推
進
体
制
の
構
築
が
必
要
。

（
２
）
研
究
開
発
法
人
を
核
と
し
た
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
ハ
ブ
の
構
築

・
我
が
国
の
物
質
・
材
料
研
究
の
中
核
的
機
関
で
あ
る
（
独
）
物
質
・
材
料
研
究
機
構

に
お
い
て
産
業
界
の
課
題
を
、
学
術
界
も
一
丸
と
な
り
オ
ー
ル
ジ
ャ
パ
ン
体
制
で
科

学
的
に
深
掘
り
し
、
そ
の
解
決
に
向
け
た
技
術
シ
ー
ズ
を
生
み
出
す
こ
と
が
重
要
。

・
国
内
外
の
優
秀
な
人
材
を
結
集
し
た
ハ
ブ
と
す
る
た
め
、
ク
ロ
ス
ア
ポ
イ
ン
ト
メ
ン
ト
制
度
や
年
俸

制
の
導
入
な
ど
、
制
度
的
な
整
備
を
早
急
に
進
め
る
こ
と
が
重
要
。

・
人
材
育
成
や
、
先
端
研
究
設
備
の
共
用
、
材
料
デ
ー
タ
の
情
報
集
約
・
発
進
等
我
が
国
の
研
究

基
盤
と
し
て
の
機
能
整
備
も
重
要
。

（
３
）
関
係
機
関
の
総
力
を
挙
げ
た
推
進
体
制
の
構
築
等

・
大
学
共
同
利
用
期
間
法
人
や
共
同
利
用
・
共
同
研
究
拠
点
、
大
型
共
用
施
設
な
ど
様
々
な
共
用

の
フ
レ
ー
ム
を
積
極
的
に
活
用
す
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

・
学
術
界
の
先
端
的
な
研
究
成
果
の
社
会
実
装
に
向
け
た
挑
戦
を
す
る
際
に
は
、
共
同
研
究
や

事
業
化
に
向
け
た
成
果
展
開
の
起
業
に
よ
る
取
組
等
が
円
滑
に
行
わ
れ
る
環
境
整
備
も
重
要
。
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◆ エコシステムの醸成
・個々のグループ・機関が行う科学技術イノベーション活動がより広く、かつ持続的に行われるため、外部からリソースの調達や、外部との協働
など、人・組織・設備等の要素が有機的に結びついた環境の充実。

◆ オープン化の推進
・ステークホルダーの多様性の拡大、オープンサイエンスなどのオープン化の推進により、専門家が持ちえない知識や観点の活用による課題
解決や科学技術リテラシー、社会リテラシーの向上。

◆ 政策形成や知識創造への接続
・政策形成や知識創造がより望ましいかたちで行われるため、それらのプロセスのなかに科学技術がもたらす恩恵と問題を判断する材料を
示すＴＡやＥＬＳＩの活動を接続。

・ 科学技術における新たな知識の創出と社会における有益なイノベーションの創出が必要
・ 新しい分野の科学技術を社会が受け入れる際に、ＥＬＳＩを始めとする様々な課題が存在
・ 現下の国民生活が直面している、地球規模問題、災害、犯罪など、政策的対応が必要な課題が存在

多様なステークホルダーによる対話・協働を始め、様々な活動をさらなる研究・イノベーションや政策形成に結
びつけ、社会の課題の解決につなげる共創的科学技術イノベーション を実現していく。

「共創的科学技術イノベーション」の定義
科学技術イノベーションが生み出す成果が、経済社会に発展の原動力をもたらすのと同時に、社会・人間にとって安全性、持続可能
性等において望ましいものとなるように、多様なステークホルダーの間で意見やアイデアなどを交換し、互いの期待や懸念に応え合

う共創を基盤にした知識創造とそのガバナンスのプロセス

１．多様なステークホルダーが相互に応答し合うためのプラットフォームの強化

• 対話支援の組織的な機能の充実

• ＥＬＳＩ研究等の推進のための組織的な機能の充実

• 対話の場としての科学館などの社会教育施設における対話ネットワークの構築

• 科学技術コミュニケーター等の人材養成及び確保

３．科学者・技術者と科学技術イノベーションとの関わりの強化

• 社会リテラシーの向上による科学技術コミュニケーション能力の涵養

• 人文学・社会科学・自然科学の連携によるＥＬＳＩ研究等と自然科学系研究開発の連結の推進

• 共創的科学技術イノベーションにかかる研究及び実践の推進

• 研究内容や成果について国民と対話を行う（アウトリーチ）活動の推進

• オープンサイエンスの推進

２．社会のステークホルダーと科学技術イノベーションとの関わりの強化

• 科学館などの社会教育施設における科学技術コミュニケーションの推進

• 市民の科学技術リテラシーの向上に向けた取組

• 市民の科学技術活動への参画促進

「社会と科学技術イノベーションとの関係深化に関わる推進方策」概要「社会と科学技術イノベーションとの関係深化に関わる推進方策」 概要

～共創的科学技術イノベーションに向けて～

基本的な視座

今後の社会と科学技術イノベーションとの関係深化に関わる推進方策

政策
担当者

専門家 市民

事業者 メディア

共創

基本的な考え方

≪豊かさと安寧を皆が実感できる安全な社会を実現するためには≫
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「学術研究の総合的な推進方策について（最終報告）」のポイント
（平成27年1月27日科学技術・学術審議会学術分科会）

○「科学技術イノベーション」＝学術研究による知の創出を基盤とし、経済的、社会的・公共的価値の創
造に結びつける革新（第４期科学技術基本計画）

○学術研究はイノベーションの源泉：現在の強みを生かすにとどまらず、日本の新たな強みを創出
⇒多様で質の高い知の蓄積、研究成果の幅広い提供、イノベーションを支える知的人材の育成

○学術研究が社会から期待されている主な役割（①～④は相互に連携・作用）
①知的・文化的価値の創出・蓄積・継承・発展、 ②実際的な経済的・社会的・公共的価値の創出
③人材の養成・輩出の基盤、 ④①～③を通じた知の形成や価値の創出等による国際貢献等
⇒学術研究の現代的要請＝挑戦性、総合性、融合性、国際性

○特に、次代を担う若手研究者の海外での研究機会を拡充し、国際的リーダーに育てることが重要

○現状・・・「挑戦性、総合性、融合性、国際性」が脆弱
・学術研究は、これまで多くの優れた成果を生み出し、我が国の強みの形成に寄与
・一方、近年、論文指標の相対的低下と投資効果への疑義、資源配分の固定化、異分野融合の弱さ、
社会とのつながりの不十分さ等に関し厳しい指摘

○課題・・・国と学術界双方の資源配分における戦略不足 ⇒研究現場の疲弊、短期的・内向き志向
【国】学術政策・大学政策・科学技術政策の役割分担の明確化や連携が不足
【大学】戦略に基づく強みの明確化や学内外の資源の柔軟な再配分・共有が不足
【学術コミュニティ－】分野や国境を越えた知への挑戦や若手育成等のための戦略的対策が不足

○天然資源に乏しい我が国では、学術研究により生み出される知や人材が国としての強み
これまで、国際社会における存在感の伸張に貢献 ⇒学術研究は「国力の源」

○技術の進展等に伴う知のフロンティアの拡大 ⇒原理探求や新領域創出に向けた熾烈な国際競争
大学の研究環境の悪化 ⇒学術研究衰退・人材育成メカニズム崩壊
⇒「高度知的国家」としての存在感の低下・我が国全体の教養の低下 ⇒日本の強みの喪失の危機

○学術研究による知の創出力と人材育成力の回復・強化が喫緊の課題
⇒国・学術界一体での学術研究の推進が急務

１．失われる日本の強み－危機に立つ我が国の学術研究－

２．持続可能なイノベーションの源泉としての学術研究

３．社会における学術研究の様々な役割

４．我が国の学術研究の現状と直面する課題

○改革のための基本的な考え方
①上記３．の「学術研究の現代的要請」に着目し資源配分を思い切って見直し、
②学術政策・大学政策・科学技術政策の連携、③若手人材育成・教養形成、④社会との連携強化

○具体的な取組の方向性
①デュアルサポートシステムの再生（基盤的経費の意義の最大化、科研費大幅改革等）
②若手研究者の育成・活躍促進、 ③女性研究者の活躍促進、 ④研究推進に係る人材の充実・育成
⑤国際的な学術研究ネットワーク活動の促進、 ⑥共同利用・共同研究体制の改革・強化等、
⑦学術情報基盤の充実等、 ⑧人文学・社会科学の振興、 ⑨学術界のコミットメント

５．学術研究が社会における役割を十分に発揮するための改革方策

⇒ 国と学術界双方における改革の実践が必要（６．）
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◎基盤的経費：
大学は、明確なビジョンや戦略に基づく配分により、基盤的経費の意義の最大化を推進
⇒国は、大学の取組とあいまって基盤的経費の確保・充実

◎競争的資金：
○科研費：大幅改革
・分科細目表の見直しや大括り化、審査方式の再構築、種目の再整理等の基本的構造の見直し
・重複制限の見直しや海外在住者の帰国前予約採択の導入等
・若手研究者の国際共同研究や国際ネットワーク形成の推進
・科研費の成果を最大化するための「学術研究助成基金」の充実
・研究成果の可視化と活用のためのデータベース構築

○科研費以外の競争的資金：
総合科学技術・イノベーション会議において全体バランスに配慮した改革の検討

○間接経費：競争的資金の拡充とともに確保・充実し、大学において一層効果的に活用

○若手研究者の自立をサポートする体制の構築・強化

○国際的な研究コミュニティーにおけるリーダー養成のための海外研究機会の充実

○シニア研究者を含む人材の流動性の促進と若手研究者の安定的なポストの確保、キャリア開発

○国内外の優秀な若手研究者等の人材交流等のハブとなる世界最高水準の卓越した大学院形成

○女性研究者活躍促進のためのシステム改革の推進

○類型ごとの知識・スキルの明確化や社会的認知度の向上、スキル標準作成支援等

○海外の優秀な日本人・外国人研究者の戦略的受入れ等による国際的な頭脳循環のハブの形成

○大学等の組織的ネットワーク形成や学術界による国際参画、学術振興機関間の交流・連携等

○ＩＲ機能等の強化、年俸制・クロスアポイントメント制度等人事制度改革、ネットワーク型の拠点形成等

○「学術の大型プロジェクト」の戦略的・計画的推進

○大学共同利用機関や共同利用・共同研究拠点以外における設備の共同利用・再利用促進

○学術情報ネットワークの強化、学術雑誌支援による情報受発信強化、研究データシェアリングの促進

○現代社会の要請に応え、グローバル化に呼応した研究領域の創出

○人文学・社会科学が担う社会的意義を絶えず再検討し、将来的な展望を広く社会に提示

○自然科学とは異なる特徴を踏まえた独自の評価基準を可視化

＊改革の推進には学術界の積極的なコミットメントが不可欠

○分野の利害を越え、学術振興施策の制度設計や審査、評価等への責任ある参画

○研究倫理の徹底等による質の保証、社会との対話の重視

○発展可能性等の未来志向の観点による評価制度を確立し、優秀な研究者を積極採用

○研究者に係るメリハリある処遇や資源配分を実施

①デュアルサポートシステムの再生

②若手研究者の育成・活躍促進

学術研究が社会における役割を十分に発揮するための改革方策 ＝具体的な取組の方向性＝

③女性研究者の活躍促進

⑥共同利用・共同研究体制の改革・強化等

⑦学術情報基盤の充実等

⑨学術界のコミットメント

④研究推進に係る人材の充実・育成

⑤国際的な学術研究ネットワーク活動の促進

⑧人文学・社会科学の振興
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○
研
究

者
コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

へ
の

貢
献

⇒
当
該
分
野

の
学
術
研

究
の
進
展
の
み

な
ら
ず
、

コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ

全
体
に
対

し
て
貢
献
。

⇒
学
術
研
究

の
大
型
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
を

通
じ
て
、

コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ

を
活
性
化

、
結
束
さ
せ
る

。

○
大
学

の
機
能

強
化

へ
の

貢
献

⇒
施
設
や
資

料
の
利
用

で
各
大
学
の
研

究
者
に
直

接
的
メ

リ
ッ
ト

が
あ
り

、
共

同
研
究
参
加

を
通
じ
て

、
所
属
研

究
者
の
知
見
と

人
的
ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
が
拡

大
。

⇒
学
術
研
究

面
で
の
大

学
の
国
際
化
を

先
導
し
、

大
学
の

強
み
・

特
色
と
な

る
と
と
も
に

、
広
い
視
野

を
持
っ
た

国
際
的
に
活
躍

す
る
人
材

の
育
成

に
寄
与

。

○
社
会

へ
の
貢

献
⇒
学
術
研
究

に
対
す
る

現
代
的
要
請
に

応
え
、
社

会
課
題

解
決
の

た
め
の
価

値
創
出
に
貢
献

。
⇒
国
民
・
社

会
の
科
学

へ
の
関
心
の
惹

起
、
未
来

の
科
学

者
育
成

、
地
方
創

生
な
ど
に

対
し

て
も

貢
献

。

大
学
共

同
利

用
機

関
*
、

共
同

利
用

・
共

同
研

究
拠

点
*
*
に

よ
っ

て
構

成
さ

れ
る

、
我

が
国

の
学

術
研

究
の

中
核

的
シ

ス
テ

ム
「

共
同

利
用
・

共
同

研
究

体
制

」
は

、
大

学
の

枠
を

越
え

、
全

国
の

研
究

者
の

知
を

結
集

し
、

効
率

的
・

効
果

的
な

先
端

研
究

を
展

開
。

*
国

立
、

公
立
及
び
私
立
全
て
の
「
大
学
の
共
同
利
用
の
研
究
所
」
（
国
立
大
学
法
人
法
２
条
）
。
４
法
人
1
7機

関
を
設
置
。

**
 大

学
附
置
の
研
究
所
・
研
究
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
研
究
設
備
・
資
料
を
全
国
の
研
究
者
が
活
用
し
、
共
同
で
研
究
を
行
う
拠
点
を
文

部
科

学
大
臣

が
認

定
（

現
在
、
49
大

学
99
拠

点
を

認
定

）

①
我
が

国
に
お

け
る

学
術

研
究

の
ナ

シ
ョ

ナ
ル

セ
ン

タ
ー

・
ハ

ブ
機

能

②
学
術

研
究
水

準
の

維
持

・
向

上

③
学

術
研

究
の

ボ
ト

ム
ア

ッ
プ

型
研

究
体

制
構

築
へ

の
貢

献

④
学

術
研

究
の

大
型

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

推
進

ま
ず
、
各
機
関
等
の
意
義
や
ﾐｯ
ｼ
ｮﾝ
の
確
認
を
実
施
。
大
学
改
革
の
流
れ
を
踏
ま
え
て
、
各
機
関
の
自
己
改
革
を
基
本
に
、
短
期
・
中
期
の
ﾌ
ｪｰ
ｽ
ﾞに
分
け
て
改
革

（
点
・
面
・
立
体
）
を
推
進
。

各
機
関
等
の
自
己
改
革
（
点
）

自
己
改
革
の
基
盤
強
化
（面
）

抜
本
的
な
改
革
（
立
体
）

○
学
術
研
究

の
現
代
的

意
義
を
踏
ま
え

た
機
能
強

化
の
促

進

○
人
材
ハ
ブ

機
能
向
上

に
向
け
た
人
事

制
度
改
革

○
共
同
利
用

・
共
同
研

究
体
制
の
特
質

を
踏
ま
え

た
評
価

軸
の

確
立

○
多
様
な
観

点
か
ら
の

財
政
支
援
の
実

施
・
財
政

基
盤

の
多

様
化

○
組

織
的

流
動

性
の

確
保

に
向

け
た

改
革

○
学

術
研

究
の

大
型

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

改
革

○
各

機
関

等
と

大
学

等
の

連
携

促
進

に
向

け
た

改
革

○
教

育
へ

の
貢

献
促

進
に

向
け

た
改

革

４
．
具
体
的
な
取
組
の
方
向
性

共
同
利
用
・
共
同
研
究
体
制
に
よ
る

機
能
強
化

大
学
の
機
能
強
化
に
大
き
く
貢
献

日
本
全
体
の
研
究
力
向
上

共
同

利
用

・
共
同

研
究

体
制

の
強

化
に

向
け

て
（

審
議

の
ま

と
め

）
（

平
成

2
7年

１
月

28
日

科
学

技
術

・
学

術
審

議
会

学
術

分
科

会
研

究
環

境
基

盤
部

会
）

１
．
こ
れ
ま
で
の
成
果

○
大
学
共
同
利

用
機
関
や
共
同
利
用
・
共
同
研
究
拠
点

の
強
み

・
特
色
が

見
え
に

く
く

な
っ
て
い
な
い
か

。
－
多
く
の
各
機
関
等
に
お
い
て
、
そ
の
特
性
を
生
か
す
べ
く
I
R
機
能
に
よ
り
明
確
な
科
学
的
根
拠

を
基
に
し
た
組
織
と
し
て
の
戦
略
が
確
立
さ
れ
て
お
ら
ず
、
成
果
の
発
信
も
十
分
で
は
な
い
。

○
個
々
の
大
学

の
機
能
強
化
を
目
指
す
大
学
改
革
の
中
で

、
そ
の
意
義
が
十
分
評

価
さ
れ
な
い

場
合
が
あ
る
の
で
は
な
い
か

。
－
機
能
強
化
の
取
組
に
共
同
利
用
・
共
同
研
究
拠
点
の
取
組
を
位
置
付
け
て
い
る
大
学
は
一
部
に

と
ど
ま
っ
て
お
り
、
大
学
執
行
部
に
お
い
て
、
そ
の
意
義
が
十
分
に
理
解
さ
れ
て
い
る
と
は
言

い
難
い
。

○
他
分
野
と
の

連
携
及
び
組
織
的
流
動
性
は
十
分
か

。
－
研
究
者
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
意
向
を
受
け
て
分
野
に
応
じ
て
形
成
さ
れ
る
各
機
関
等
は
、
形
成
さ

れ
る
と
固
定
化
す
る
傾
向
が
強
く
、
組
織
的
流
動
性
の
確
保
に
課
題
が
あ
る
。

３
．
現
況
と
課
題

２
．
体
制
の
意
義
・
ミ
ッ
シ
ョ
ン

○
I
R
機

能
の

強
化

○
ト
ッ
プ
マ

ネ
ジ
メ
ン

ト
強
化

○
産
学
連
携

推
進

・
保

有
す

る
資
源
の

積
極
活
用

○
情
報
発
信

力
の
強
化

○
公
正
な
研

究
活
動
推

進
・

リ
ス
ク
マ

ネ
ジ
メ
ン

ト
強
化
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１．改革の基本的な考え方

○ これまでの累次の制度改善の成果と課題を踏まえつつ、学術の現代的要請（挑戦性、総合性、融合性、国際性）に、より
的確に対応するため、科研費の基本的な構造をはじめとする抜本的な改革を行う。

○ 学術研究の多様性の確保、研究者の自由な発想に基づく研究を尊重する観点から、それらを担保する公正・透明なピアレ
ビューについて、その信頼性の維持・向上のため不断の改善を図る。

○ 審査システムについては、各研究種目の性質に応じて審査単位の大括り化及び総合審査方式の導入などを実施することを
通じ、より競争的な環境の下、多角的な観点から優れた研究課題を見いだせるようにする。併せて審査の質を確保しつつ、
審査方式の合理化等を図る。

○ 研究種目の構成等については、学術の現代的要請やイノベーションをめぐる動向に対応し、研究者が、学術研究を継続的
に深化・発展させることができるよう、それぞれの役割・機能分担を一層明確化する観点から、所要の見直し・改善を行

う。

○ 研究種目の再構築に当たっては、あらゆる研究者が新たな課題を積極的に探索し、それに挑戦することができる支援を強
化する。また、適切な時期における研究者の流動・独立を促進し、安定的な研究基盤の形成に寄与する。その際、若手研究
者への適切な配慮を行う。

○ オープンサイエンスの動向に適切に対応し、研究成果及びそれに係る評価結果を積極的に発信し、その可視化を進める。
併せて、他の公的研究費制度との適切な連携に留意する。

○ 研究費の使い勝手の改善やアワードイヤーの実現等により研究成果を最大化するため、各研究種目の性質に応じて基金化
を促進するとともに、競争的研究費改革の動向を踏まえ、使途の柔軟化や研究設備・機器の共用促進などについて適切に対
応する。併せて研究費の取扱いルールを徹底し、不正の防止と不正に対する厳正な対応を期す。

○ 学術の中心である大学・共同利用研究機関におけるデュアルサポートの再生の必要性や、市場原理の下では十全な振興が
なされない学術研究の特質を踏まえ、公的研究費における科研費のプレゼンスを堅持し、その充実を図る。また、科研費全
体の新規採択率については、個々の計画への適切な配分に留意しつつ、その目標（３０％）の達成を目指す。

科研費改革の実施方針（案） （１／２）

２．改革の工程・進め方

○ 平成30年度に新たな審査システムへ円滑に移行することを目指し、各種の先導的取組を含め系統的な取組を進める。その
際、研究機関・研究者の十分な理解が得られるよう、適切な時期・方法により説明を行うなど必要な配慮を行う。

○ 各研究種目の現況を点検・評価の上、新たな審査システムへの移行と同期させて確実に実行すべきもの、それ以降第５期
科学技術基本計画の期間中に対応するもの等を整理し、適切な優先順位の下、順次取組を進める。

○ 科研費改革の効果が十分に発揮されるよう、競争的研究費改革及び大学改革の全体状況を踏まえ、適時適切な対応をとる。

○ 科研費改革に対する各界の理解と支持が得られるよう、科研費の成果を広く発信していく。また、学術コミュニティをは
じめとする各界の意見・要望を受け止め、科研費改革のPDCAサイクルが十分に機能するような体制をとる。

○ 以上を前提とし、①審査システムの見直し、②研究種目・枠組みの見直し、③柔軟かつ適正な研究費使用の促進、の柱の
下、諸課題について工程表に基づき計画的・総合的に取組を推進する。

３．その他

○ 本実施方針については、諸般の情勢変化や科研費改革の進捗状況に応じ、適当な時期に改定する。

○ 本実施方針の改定に当たっては、科学技術・学術審議会学術分科会の議を経るものとする。

（平成27年7月27日 科学技術・学術審議会学術分科会第5回研究費部会）

科研費改革の実施方針（案） （２／２）
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 今後の研究開発基盤を支える設備・機器共用及び維持・高度化等 
の推進方策（案） 

平成 27 年 8 月 5 日 
科学技術・学術審議会 
先 端 研 究 基 盤 部 会 

  
（ポイント） 

 競争的研究費改革と連携し、研究組織のマネジメントと一体となった研究設備・

機器の整備運営の早期確立を支援し、研究開発と共用の好循環を実現 
 産学官に開かれた最先端の大型研究施設の整備・共用及び共用プラットフォーム

の発展 
 研究開発基盤を支える先端計測機器開発、光・量子科学技術等共通基盤技術開発

の推進 
 
（本文） 
１．研究開発基盤について 

日本の研究開発基盤は、大学、独立行政法人等公的研究機関、民間研究機関等に

よって維持発展されてきたものである。しかし、その体制は必ずしも万全ではなく、

公的研究機関を中心に見ても、基盤的経費の減少、いわゆる技官職等の削減など課

題が散見される。 
文部科学省では、研究開発力強化法等に基づき研究開発基盤の整備・維持・発展

1に努めてきている。具体的には、平成 6 年「特定放射光施設の共用の促進に関す

る法律」施行、平成 14 年ナノテクノロジープラットフォーム開始、平成 16 年先

端計測分析技術・機器開発プログラム開始、平成 18 年「特定先端大型研究施設の

共用の促進に関する法律（共用法）」施行、平成 21 年 J-PARC 共用法指定（４施

設体制）等を進めてきた。 
しかしながら、人口減少、国際競争の激化、研究インフラの経年劣化等社会変化

やそれぞれの機関の抱える課題への対応など政策の見直しは不可欠であり、第４期

科学技術基本計画の最終年度という節目を踏まえ、研究開発基盤政策全体像につい

て見直しを別紙のとおり行う。 
 
２．競争的研究費改革と連携した新たな共用システム導入の加速 
                                                   
1「研究開発に必要な施設及び設備（関係行政機関に重複して設置することが多額の経費を要するため適当でないと認められるものに限る。）の整備

（共用に供する ことを含む。）、（略）その他の科学技術に関する研究開発の基盤の整備に関すること。」文部科学省設置法（平成十一年七月十六

日法律第九十六号） 

「（研究開発施設等の共用及び知的基盤の供用の促進） 

第三十五条 国は、研究開発に係る施設及び設備（以下この条において「研究開発施設等」という。）の共用並びに研究材料、計量の標準、科学

技術に関する情報その他の研究開発の推進のための知的基盤をなすもの（以下この条において「知的基盤」という。）の供用の促進を図るため、

国、研究開発法人及び国立大学法人等が保有する研究開発施設等及び知的基盤のうち研究者等の利用に供するものについて、研究者等が当該

研究開発施設等及び知的基盤を利用するために必要な情報の提供その他の当該研究開発施設等及び知的基盤を広く研究者等の利用に供するた

めに必要な施策を講ずるものとする。 

２ 研究開発法人及び国立大学法人等は、その保有する研究開発施設等及び知的基盤のうち研究者等の利用に供するものについて、可能な限り、

広く研究者等の利用に供するよう努めるものとする。」研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的推

進等に関する法律（平成二十年六月十一日法律第六十三号） 
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大学等における研究設備・機器の共用の促進は、共同研究の推進や融合領域の開

拓など、新たな知の創出と人材交流に効果をもたらすほか、産学官連携の本格化を

可能とするなど、我が国の科学技術イノベーション政策全体に大きく貢献するもの

である。また、我が国では今後一層財政状況が厳しくなる中、研究設備・機器の共

用化などの徹底した効率化に努めていくことが求められている。このため、競争的

研究費改革と連携し、研究組織のマネジメントと一体となった研究設備・機器の整

備運営の早期確立により、研究開発と共用の好循環を実現する新たな共用システム

の導入について検討を進める。 
 
３．最先端の大型研究施設の整備・共用 

大型放射光施設 SPring-8、Ｘ線自由電子レーザー施設 SACLA、大強度陽子加速

器施設 J-PARC、スーパーコンピュータ「京」の４施設は、我が国の最先端の研究

開発を支える基盤として、共用法の枠組下で国として整備・共用を進めてきており、

これまで広範な分野において成果を挙げてきている。しかしながら、激化する国際

競争の中にあって、多様化する利用ニーズに的確に応えつつ引き続き最先端基盤と

しての役割を果たしていくためには、各施設に関する今後の方向性等を検討する科

学技術・学術審議会の委員会等において、中長期的視座から政策的位置付けに関す

る見直しを随時行うことで、戦略的な利用環境の整備を含む施設の運営方策に適時

的確に反映させていく必要がある。 
 
４．共用プラットフォームの発展 

先端研究基盤共用・プラットフォーム形成事業やナノテクノロジープラットフォ

ームなどにより、研究機関が保有する研究施設・設備等の共用やプラットフォーム

化を促進してきたところであるが、研究設備共用プラットフォーム委員会で決定し

た「次期共用プラットフォーム形成に向けた今後の展開について」等を踏まえ、先

端研究基盤共用・プラットフォーム形成事業の後継事業を含め共用プラットフォー

ムの更なる発展に向けた取組、政策連携について検討を進める。 
 
５．共通基盤技術開発 

総合科学技術・イノベーション会議における第５期科学技術基本計画策定に向け

た議論を踏まえつつ、広範で多様な研究領域・応用分野を横断的に支える共通的・

基盤的な科学技術について、基盤技術作業部会報告書「研究基盤を支える基盤技術

について」や先端計測技術機器開発委員会、量子科学技術委員会及び量子ビーム利

用推進小委員会等における議論を基に、分野特性を踏まえた課題の整理及び振興方

策の検討を進める。 
 
６．民間活力の導入、人材育成等 

公的研究機関ももはや公的資金だけで維持・発展していくのは困難である。民間

活力を導入し、効率的な維持・発展方策を検討するとともに、研究開発基盤を支え

る人材、或いは次世代の育成など第５期科学技術基本計画期間を通じて新たな政策

の検討を進める。 
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知
的
資
産
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

産
学
官
連
携
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

大
学
に
お
け
る

研
究
経
営
シ
ス
テ
ム
の
確
立

社
会
と
の
連
携
強
化
の
上
で
生
じ
る
リ
ス
ク
に
対
処
し
、
研
究
経
営
資
源
の
積
極
的
活
用
を
円
滑
化
す
る
こ
と
で
、
社
会
か
ら

の
信
頼
を
高
め
る
た
め
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
。
研
究
経
営
資
源
を
適
切
に
配
分
し
、
組
織
と
し
て
の
適
切
な
リ
ス
ク
対
応
が
求
め
ら

れ
る
と
こ
ろ
。

大
学
の
研
究
経
営
改
革
を
通
じ
て
、
研
究
経
営
資
源
（
人
、
モ
ノ
、
金
等
の
知
的
資
産
）
を
戦
略
的
か
つ
効
果
的
に
活
用
し
、
社

会
に
価
値
を
提
供
す
る
た
め
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
。
大
学
の
資
産
の
根
源
で
あ
る
人
的
資
本
か
ら
生
ま
れ
る
知
的
資
産
の
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
の
在
り
方
、
理
想
的
な
知
的
資
産
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
実
現
す
る
た
め
の
シ
ス
テ
ム
改
革
が
求
め
ら
れ
る
と
こ
ろ
。

大
学
に
お
け
る
研
究
経
営
シ
ス
テ
ム
の
確
立
と
イ
ン
テ
グ
リ
テ
ィ
向
上

・
積
極
的
且
つ
大
胆
な
大
学
経
営
改
革
を
行
い
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
源
泉
で
あ
る
優
良
な
研
究
シ
ー
ズ
創
出
や
、
卓
越
し
た
研
究
人
材
の
輩
出

に
よ
っ
て
、
社
会
に
価
値
を
提
供
し
て
い
く
こ
と
で
、
大
学
に
対
す
る
期
待
に
応
え
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

・
大
学
が
有
す
る
研
究
経
営
資
源
（
人
、
モ
ノ
、
金
と
い
っ
た
知
的
資
産
）
を
効
果
的
に
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
す
る
と
と
も
に
、
社
会
と
の
連
携
強
化
に

よ
っ
て
生
じ
る
リ
ス
ク
に
対
し
て
実
効
的
に
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
す
る
こ
と
で
、
社
会
的
価
値
の
創
造
と
大
学
の
成
長
を
適
切
な
形
で
実
現
し
、
大
学

に
対
す
る
社
会
的
な
期
待
と
信
頼
を
さ
ら
に
高
め
る
こ
と
に
つ
な
が
る
。

・
社
会
の
中
で
大
学
に
求
め
ら
れ
る
使
命
を
達
成
す
る
た
め
に
は
、
「
知
的
資
産
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
」
と
「
産
学
官
連
携
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
」
を

両
輪
と
し
て
実
行
し
、
「
研
究
経
営
シ
ス
テ
ム
」
を
確
立
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

概
略

人
モ
ノ

金

リ
ス
ク
要
素

研
究
人
材
等

知
的
財
産
や
研
究
イ
ン

フ
ラ
等
の
固
定
資
産
等

研
究
開
発
投
資

の
財
源
等

利
益
相
反
、
技
術
流
出
、
知
財
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
上
の
リ
ス
ク
等
の
種
々
の
要
素

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
要
素

知
の
創
出
、

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
結
実
、

人
材
育
成
の
実
現

社
会
的
価
値
の
創
造
と

大
学
の
成
長

両
輪
と
し
て

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

を
実
行

民
間
資
金
・
人
材
・

新
た
な
研
究
課
題

の
流
入
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議
論
の
前
提
と
し
て
の
留
意
点

大
学
の
知
的
資
産
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
在
り
方
に
つ
い
て
検
討
を
行
う
前
提
と
し
て
、
以
下
の
点
に
留
意
す
る
こ
と
が
必
要
。

昨
今
の
大
学
改
革
を
巡
る
主
な
論
点

大
学
を
取
り
巻
く
状
況
の
変
化
や
大
学
に
対
す
る
社
会
的
要
請
を
踏
ま
え
た
上
で
以
下
に
つ
い
て
検
討
。

本
検
討
委
員
会
の
主
な
論
点

大
学
を
取
り
巻
く
状
況
の
変
化
や
大
学
に
対
す
る
社
会
的
要
請
を
踏
ま
え
た
上
で
以
下
に
つ
い
て
検
討
。

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
実
現
に
向
け
た
大
学
知
的
資
産
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
在
り
方
に
つ
い
て

～
大
学
に
お
け
る
未
来
志
向
の
研
究
経
営
シ
ス
テ
ム
確
立
に
向
け
て
～

（
科
学
技
術
・
学
術
審
議
会
産
業
連
携
・
地
域
支
援
部
会
競
争
力
強
化
に
向
け
た
大
学
知
的
資
産
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
検
討
委
員
会
第
１
次
提
言
（
概
要
）
）

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
実
現
に
向
け
た
大
学
の
変
革
を
促
し
て
い
く
た
め
に
、

大
学
の
知
的
資
産
※
を
、
い
か
に
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
し
て
い
く
べ
き
か

あ
る
べ
き
知
的
資
産
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
実
現
の
た
め
に
、
ど
の
よ
う
な
シ
ス
テ
ム
改
革
が
必
要
か

※
知
的
資
産
：
「
人
（
研
究
人
材
等
）
」
・「
モ
ノ
（
知
的
財
産
や
研
究
イ
ン
フ
ラ
等
の
固
定
資
産
等
）
」・
「金
（
研
究
開
発
投
資
等
の
財
源
）」

ガ
バ
ナ
ン
ス
改
革

近
年
の
科
学
技
術
を
巡
る
環
境
の
変
化
も
踏
ま
え
つ
つ
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
実
現
に
向
け
て
大
学
や
民
間
企
業
は
、
相
互
に
連
携
・
協
働
し
な
が
ら
研
究
開

発
を
進
め
て
い
く
必
要
が
あ
る
こ
と

大
学
の
役
割
（
人
材
育
成
と
学
理
の
追
究
や
原
理
の
解
明
を
通
じ
た
学
術
的
な
価
値
の
追
究
）
と
民
間
企
業
の
役
割
（
実
用
的
・
経
済
的
な
価
値
を
創
造
し
て

い
く
こ
と
（
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
）
）
の
差
異
を
十
分
に
理
解
し
た
上
で
、
連
携
・
協
働
を
進
め
る
必
要
が
あ
る
こ
と

萌
芽
的
研
究
は
、
将
来
の
原
理
の
解
明
や
学
理
の
追
究
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
種
で
あ
り
、
そ
の
重
要
性
を
大
学
及
び
民
間
企
業
の
双
方
が
認
識
す
る
必
要

が
あ
る
こ
と

大
学
が
、
民
間
企
業
等
外
部
と
の
連
携
を
進
め
て
い
く
上
で
、
適
切
な
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
図
り
、
大
学
の
イ
ン
テ
グ
リ
テ
ィ
（
社
会
的
な
信
頼
）
が
毀
損
さ
れ

な
い
よ
う
に
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と

基
盤
的
経
費
で
あ
る
運
営
費
交
付
金
が
年
々
減
少
す
る
中
に
あ
っ
て
、
国
立
大
学
は
公
的
資
金
の
み
な
ら
ず
、
財
源
の
多
様
化
に
よ
っ
て
獲
得
さ
れ
る
資
金

も
活
用
し
つ
つ
戦
略
的
に
研
究
を
進
め
て
い
く
必
要
が
あ
る
こ
と

国
立
大
学
法
人
運
営
費
交
付
金
の
在
り
方

競
争
的
研
究
費
改
革

大
学
と
い
う
経
営
体
に
お
け
る
資
産
の
根
源
は
人
的
資
産
で
あ
り
、
大
学
の
有
す
る
最
大
の
資
産
は
そ
の
組
織
の
構
成
員
に

由
来
す
る
知
的
資
産
で
あ
る
。
知
的
資
産
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
が
、
今
後
の
大
学
の
研
究
経
営
改
革
の
核
と
な
る
。
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イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
実
現
に
向
け
た
財
源
の
多
様
化

公
的
資
金
が
減
少
す
る
中
で
、
大
学
自
ら
が
積
極
的
に
財
源
の
多
様
化
に
取
り
組
ん
で
い
く

こ
と
を
通
じ
て
、
産
業
界
と
の
よ
り
良
い
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
を
構
築
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
。

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
実
現
に
向
け
た
効
果
的
な
産
学
官
連
携
の
在
り
方

全
学
的
な
知
的
資
産
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
必
要
性

本
提
言
を
踏
ま
え
つ
つ
、
大
学
と
民
間
企
業
と
の
間
に
お
け
る
間
接
経
費
算
定
モ
デ
ル
の
策
定
や
、
オ
ー
プ
ン
・
ア
ン
ド
・
ク
ロ
ー
ズ
戦
略
を

踏
ま
え
た
知
的
財
産
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
在
り
方
を
は
じ
め
と
し
た
、
本
委
員
会
で
提
起
さ
れ
た
課
題
等
に
つ
い
て
、
引
き
続
き
検
討
。

＜
知
的
資
産
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
係
る
現
状
等
＞

各
研
究
者
の
知
的
生
産
活
動
を
大
学
全
体
と
し
て
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
と
す
る
と
い
う
意
識
の
希
薄
さ
や
、
部
局
や
研
究
者
個
人
の
裁
量
に
依
存
す
る
と
い
う
構
造
に
よ
り
、

本
部
を
中
心
と
し
た
ア
ド
ミ
ニ
ス
ト
レ
ー
シ
ョ
ン
機
能
の
発
揮
や
、
学
内
に
お
け
る
知
的
資
産
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
必
要
性
・
重
要
性
に
つ
い
て
の
認
識
が
不
十
分

知
的
資
産
を
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
す
る
た
め
に
は
、
各
大
学
の
構
成
員
も
そ
の
重
要
性
を
再
認
識
し
、
大
学
経
営
の
一
環
と
し
て
取
り
組
ん
で
い
く
こ
と
が
必
要

米
国
の
大
学
で
は
プ
ロ
ボ
ス
ト
と
い
う
全
学
的
な
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
専
門
で
担
当
す
る
職
が
学
長
の
下
に
置
か
れ
、
実
質
的
に
大
学
の
教
育
・
研
究
全
体
を
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

＜
経
営
人
材
に
求
め
ら
れ
る
資
質
等
＞

研
究
経
営
シ
ス
テ
ム
構
築
に
向
け
て
、
学
長
を
支
え
経
営
の
一
翼
を
担
う
人
材
と
し
て
、
知
的
資
産
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
能
力
や
経
験
を
兼
ね
備
え
た
経
営
人
材
が
必
要

＜
各
大
学
に
求
め
ら
れ
る
取
組
等
＞

経
営
の
一
翼
を
担
う
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
優
秀
な
教
員
に
対
し
て
、
経
営
人
材
が
備
え
る
べ
き
知
的
資
産
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
係
る
ス
キ
ル
や
知
識
等
を
学
ぶ
機
会
や
育
成
シ
ス
テ
ム
が
必
要

知
的
資
産
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
携
わ
る
教
職
員
の
業
績
を
評
価
し
、
意
欲
と
能
力
あ
る
教
職
員
が
よ
り
高
い
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
を
発
揮
す
る
こ
と
の
で
き
る
仕
組
み
を
構
築
す
る
こ
と
が
必
要

＜
国
の
支
援
等
＞

全
学
的
な
知
的
資
産
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
体
制
の
見
直
し
に
力
を
入
れ
る
大
学
を
積
極
的
に
評
価
し
、
財
政
面
等
に
お
い
て
支
援
す
る
こ
と
で
、
全
国
的
な
研
究
経
営
シ
ス
テ
ム
の
構
築
を
促
し

て
い
く
こ
と
が
必
要

知
的
資
産
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
携
わ
っ
た
者
が
そ
の
分
野
で
キ
ャ
リ
ア
を
積
み
上
げ
て
い
く
た
め
の
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
の
提
示
や
、
そ
れ
を
可
能
と
す
る
社
会
シ
ス
テ
ム
の
構
築
も
必
要

知
的
資
産
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
担
う
経
営
人
材
の
育
成
・
登
用
シ
ス
テ
ム
を
構
築
し
て
い
く
こ
と
が
必
要

＜
組
織
対
組
織
に
よ
る
産
学
官
連
携
の
深
化
の
必
要
性
＞

大
学
組
織
と
民
間
企
業
と
い
う
「
組
織
対
組
織
」
に
よ
る
共
同
研
究
に
つ
い
て
活
性
化

を
図
る
こ
と
が
重
要

世
界
レ
ベ
ル
の
教
育
、
研
究
、
事
業
化
に
向
け
た
取
組
を
一
体
的
に
行
え
る
よ
う
な

深
化
し
た
産
学
官
連
携
シ
ス
テ
ム
の
構
築
と
体
制
整
備
が
必
要

＜
大
学
発
ベ
ン
チ
ャ
ー
を
通
じ
た
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
実
現
＞

強
い
大
学
発
ベ
ン
チ
ャ
ー
創
出
の
加
速
に
向
け
て
、
事
業
化
を
念
頭
に
お
い
た
知
財

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
や
創
業
前
段
階
か
ら
の
経
営
人
材
と
の
連
携
、
起
業
に
挑
戦
し
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
を
起
こ
す
人
材
の
育
成
が
重
要

＜
産
学
官
連
携
活
動
に
参
加
す
る
学
生
へ
の
支
援
＞

学
生
と
い
う
身
分
と
矛
盾
が
起
き
な
い
よ
う
な
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
が
必
要

学
生
（
特
に
博
士
・
修
士
課
程
）
や
ポ
ス
ド
ク
を
研
究
の
主
要
な
担
い
手
と
位
置
づ
け
、

そ
の
エ
フ
ォ
ー
ト
に
見
合
う
経
済
的
報
酬
を
得
ら
れ
る
よ
う
に
す
る
こ
と
が
必
要

＜
民
間
企
業
と
の
共
同
研
究
に
お
け
る
間
接
経
費
の
取
扱
い
の
方
向
性
＞

間
接
経
費
に
係
る
取
扱
い
を
通
じ
て
、
大
学
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
対
す
る
意
識
改
革
に

つ
な
げ
て
い
く
こ
と
が
重
要

民
間
企
業
と
の
共
同
研
究
に
お
け
る
間
接
経
費
の
増
加
に
向
け
て
は
、
大
学
側
が
そ

の
必
要
性
の
根
拠
を
示
し
て
い
く
こ
と
が
必
要

共
同
研
究
に
お
け
る
間
接
経
費
の
必
要
性
に
係
る
根
拠
の
算
定
モ
デ
ル
に
つ
い
て

検
討
す
る
こ
と
が
必
要

＜
民
間
企
業
等
か
ら
大
学
へ
の
寄
附
の
取
扱
い
の
方
向
性
＞

個
人
や
企
業
等
か
ら
大
学
へ
の
寄
附
を
増
や
し
て
い
く
た
め
の
税
制
改
正
等
が
必
要

民
間
企
業
の
寄
附
に
対
す
る
発
想
を
転
換
し
、
寄
附
を
通
じ
た
戦
略
的
な
産
学
連
携

を
促
進
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
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大
学
等
に
お
け
る
産
学
官
連
携
活
動
の
推
進
に
伴
う

リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
在
り
方
に
関
す
る
検
討
の
方
向
性
に
つ
い
て
（
概
要
）
①

（
平
成
２
７
年
７
月
３
日
科
学
技
術
・
学
術
審
議
会
産
業
連
携
・
地
域
支
援
部
会
大
学
等
に
お
け
る
産
学
官
連
携
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
検
討
委
員
会
)

＜
取
組
の
必
要
性
等
＞

○
大
学
等
が
社
会
と
の
つ
な
が
り
を
求
め
て
い
く
中
で
、
大
学
等
の
イ
ン
テ
グ
リ
テ
ィ
（
社
会
的
信
頼
）
を
維
持
・
確
立
し
、
研
究
者
の
名
誉
・
信
頼

を
組
織
的
に
守
る
こ
と
は
、
産
学
官
連
携
活
動
を
加
速
す
る
た
め
に
必
要
不
可
欠
。
そ
の
た
め
に
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
は
非
常
に
重
要
。

○
社
会
と
の
連
携
強
化
を
目
指
す
大
学
等
に
お
い
て
は
、
産
学
官
連
携
に
伴
う
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
意
義
を
理
解
し
、
大
学
経
営
上
の
優
先

課
題
の
一
つ
と
捉
え
、
学
長
等
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
の
下
で
積
極
的
に
取
り
組
む
こ
と
が
重
要
。

ネ
ガ
テ
ィ
ブ
ス
パ
イ
ラ
ル

（
産
学
官
連
携
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
適
切
に
取
り
組
ま
な
い
場
合
）

産
学
官
連
携
の
縮
小

外
部
資
金
の
減
少

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
へ
の
関
与
困
難

研
究
力
減
退

リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
体
制
の
整
備

や
人
材
の
育
成
・
配
置
に
支
障

社
会
か
ら
の
信
頼
と

期
待
の
喪
失

経
営
資
源
の
拡
大

ポ
ジ
テ
ィ
ブ
ス
パ
イ
ラ
ル

（
産
学
官
連
携
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
適
切
に
取
り
組
ん
だ
場
合
）

産
学
官
連
携
の
拡
大

外
部
資
金
の
増
加

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
へ
の
貢
献

研
究
力
の
向
上

リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
体
制
の

適
切
な
整
備
（
制
度
構
築
、
人

材
の
育
成
と
配
置
）

社
会
か
ら
の
信
頼
と

期
待
の
更
な
る
高
ま
り

経
営
資
源
の
縮
小

適
切
な
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
通
じ
て
、

大
学
等
の
知
的
資
産
の
活
用
に
お
け
る
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
ス
パ
イ
ラ
ル
で
、
産
学
官
連
携
を
加
速

＜
背
景
等
＞

○
企
業
と
の
連
携
は
、
客
観
的
で
公
平
・
公
正
な
教
育
研
究
活
動
を
担
う
大
学
等
に
と
っ
て
、
種
々
の
リ
ス
ク
要
素
も
発
生
し
得
る
こ
と
。

○
産
学
官
連
携
活
動
の
活
発
化
・
多
様
化
や
グ
ロ
ー
バ
ル
化
等
に
よ
り
、
か
つ
て
な
い
多
様
な
リ
ス
ク
が
大
学
等
に
生
じ
つ
つ
あ
る
状
況
。
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大
学
等
に
お
け
る
産
学
官
連
携
活
動
の
推
進
に
伴
う

リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
在
り
方
に
関
す
る
検
討
の
方
向
性
に
つ
い
て
（
概
要
）
②

（
平
成
２
７
年
７
月
３
日
科
学
技
術
・
学
術
審
議
会
産
業
連
携
・
地
域
支
援
部
会
大
学
等
に
お
け
る
産
学
官
連
携
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
検
討
委
員
会
)

＜
大
学
等
に
お
け
る
取
組
の
方
向
性
＞

大
学
等
の
特
性
上
考
慮
す
べ
き
事
項
（
教
育
研
究
の
自
由
、
学
生
の
教
育
等
）
、
取
り
巻
く
環

境
・
状
況
を
考
慮
し
て
、
産
学
官
連
携
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
係
る
下
記
環
境
の
構
築
・
定
着

が
必
要
。

・
実
効
的
・
効
率
的
な
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
体
制
・
シ
ス
テ
ム
の
構
築

・
学
長
等
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
の
下
で
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
強
化

・
研
究
者
等
へ
の
普
及
啓
発

・
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
人
材
の
確
保
・
育
成

・
事
例
把
握
、
情
報
共
有
（
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
ノ
ウ
ハ
ウ
等
の
整
備
）

＜
各
リ
ス
ク
関
す
る
大
学
等
に
お
け
る
取
組
課
題
＞

各
リ
ス
ク
要
因
に
つ
い
て
、
以
下
取
組
課
題
に
ア
プ
ロ
ー
チ
し
、
上
記
方
向
性
に
沿
っ
た
環
境
の
構
築
を
進
め
る
こ
と
が
重
要
。

（
利
益
相
反
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
つ
い
て
）

○
個
人
と
し
て
の
利
益
相
反
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
つ
い
て
、
一
律
の
運
用
で
は
な
い
、
実
効
的
な
か
つ
効
率
的
な
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
行
う
た
め
の
仕
組

み
を
検
討
す
べ
き
。
特
に
、
事
例
共
有
を
行
う
等
、
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
ノ
ウ
ハ
ウ
の
共
有
の
在
り
方
を
検
討
す
る
こ
と
が
重
要
。

○
組
織
と
し
て
の
利
益
相
反
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
つ
い
て
、
学
長
等
の
理
解
を
得
て
、
学
内
で
の
取
組
方
針
を
定
め
る
べ
き
。

（
営
業
秘
密
管
理
に
関
す
る
技
術
流
出
防
止
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
つ
い
て
）

○
営
業
秘
密
管
理
は
、
大
学
等
が
組
織
と
し
て
営
業
秘
密
管
理
の
方
針
を
示
し
た
上
で
、
各
研
究
者
自
身
が
主
体
的
に
取
り
組
む
こ
と
が
重
要
。

大
学
等
組
織
と
し
て
は
、
適
切
な
管
理
を
実
践
で
き
る
環
境
を
整
備
し
て
い
く
必
要
。

○
営
業
秘
密
管
理
の
た
め
に
は
、
秘
密
管
理
す
べ
き
対
象
の
明
確
化
が
必
要
。

○
大
学
特
有
の
事
情
（
教
育
研
究
の
自
由
、
学
生
の
位
置
づ
け
）
に
つ
い
て
は
十
分
配
慮
し
た
上
で
、
取
組
方
針
を
検
討
す
る
こ
と
が
重
要
。

（
安
全
保
障
貿
易
管
理
に
関
す
る
技
術
流
出
防
止
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
つ
い
て
）

○
大
学
経
営
層
、
各
研
究
者
が
、
安
全
保
障
貿
易
管
理
へ
取
り
組
む
こ
と
の
意
義
と
必
要
性
を
十
分
に
認
識
す
る
こ
と
が
重
要
。

○
大
学
等
の
経
営
資
源
が
限
ら
れ
て
い
る
中
で
、
各
大
学
等
の
規
模
・
特
性
に
見
合
っ
た
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
体
制
・
シ
ス
テ
ム
を
検
討
す
る
必
要
。

大
学
等
の
ビ
ジ
ョ
ン

学
長
等
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ

研
究
者
等
へ
の
普
及
啓
発

リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
人
材
確
保

事
例
把
握
、
情
報
共
有

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
体
制
・
シ
ス
テ
ム
構
築

Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル

→
 組
織
内
で
の
定
着
化
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＜
行
政
に
期
待
さ
れ
る
取
組
＞

○
枠
組
み
作
り
や
支
援
を
行
い
、
産
学
官
連
携
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
定
着
、
及
び
産
学
官
連
携
活
動
の
加
速
化
に
向
け
た
後

押
し
が
重
要
。

①
産
学
官
連
携
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
モ
デ
ル
事
業
を
通
じ
た
体
制
・
シ
ス
テ
ム
整
備
（
２
０
１
５
年
～
）

②
産
学
官
連
携
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
関
す
る
情
報
の
機
関
間
共
有
の
場
の
構
築
（
２
０
１
６
年
以
降
）

③
産
学
官
連
携
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
関
す
る
環
境
整
備
（ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
・
事
例
集
作
成
等
）
（
２
０
１
６
年
以
降
）

④
産
学
官
連
携
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
取
組
に
関
す
る
各
大
学
等
へ
の
普
及
啓
発
（
２
０
１
５
年
～
継
続
）

＜
大
学
等
に
期
待
さ
れ
る
取
組
＞

○
学
長
等
が
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
発
揮
し
、
社
会
と
の
連
携
の
位
置
づ
け
も
含
め
た
明
確
な
ビ
ジ
ョ
ン
を
策
定
し
、
産
学
官
連
携
リ

ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
対
す
る
取
組
強
化
が
重
要
。
本
報
告
書
で
示
し
た
取
組
課
題
等
を
参
考
に
し
な
が
ら
、
各
大
学
等
の
ビ

ジ
ョ
ン
や
特
性
に
即
し
た
具
体
的
な
取
組
方
策
を
検
討
す
る
こ
と
が
重
要
。

○
各
大
学
等
に
お
け
る
、
自
主
的
な
取
組
を
推
進
す
る
こ
と
で
、
そ
れ
ぞ
れ
の
個
性
に
合
わ
せ
た
多
様
な
体
制
・シ
ス
テ
ム
等
の

形
成
が
期
待
。

大
学
等
に
お
け
る
産
学
官
連
携
活
動
の
推
進
に
伴
う

リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
在
り
方
に
関
す
る
検
討
の
方
向
性
に
つ
い
て
（
概
要
）
③

（
平
成
２
７
年
７
月
３
日
科
学
技
術
・
学
術
審
議
会
産
業
連
携
・
地
域
支
援
部
会
大
学
等
に
お
け
る
産
学
官
連
携
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
検
討
委
員
会
)

＜
本
委
員
会
に
お
け
る
さ
ら
な
る
検
討
事
項
＞

○
本
報
告
書
で
抽
出
し
た
取
組
課
題
に
対
す
る
大
学
等
の
取
組
事
例
等
の
収
集
、
更
な
る
検
討
が
必
要
。

○
そ
の
他
の
リ
ス
ク
要
因
と
し
て
、
「国
際
産
学
官
連
携
活
動
を
促
進
す
る
上
で
の
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
」
、
「
発
明
報
奨
に
潜
む
リ

ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
」
等
に
関
す
る
検
討
が
必
要
。

産
学
官
連
携
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
定
着
に
向
け
て
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戦略目標等策定指針（概要） 
 
「戦略目標等策定指針」（平成２７年６月８日科学技術・学術審議会戦略的基礎研究部会決定）

の概要は以下のとおり。 
 

 
 
○高度な知的基盤社会の構築・発展には、「知」（科学的知見）の創出の多くの部分を担う学術

研究が重要であるとともに、国が目標を示すことなどにより、生み出された多くの「知」を社

会的・経済的価値の創造に向けて発展させる戦略的な基礎研究も重要。戦略的な基礎研究は、

用途を考慮することの中から、新たな「知」の創出にも貢献。 
○戦略的な基礎研究の推進に当たっては、戦略的創造研究推進事業（新技術シーズ創出）及び革

新的先端研究開発支援事業において事業の根幹をなす、文部科学省が定める戦略目標及び研究

開発目標（以下、「戦略目標等」という。）が、「出口を見据えた研究」の趣旨を踏まえて適

切な粒度と方向性を持って策定されることが必要。 
○本指針は、戦略目標等が適切に策定されるよう、その策定手順等を定めるもの。なお、本指針

は、政策マネジメントサイクルを確立するために、毎年度策定される戦略目標等の策定過程等

についての評価結果を踏まえ、必要に応じて改定を実施。 
 

 
 
【Step 1】基礎研究を始めとした研究動向の俯瞰 

科学研究費助成事業における課題情報等を広範に参照可能なデータベース（FMDB）、科
学計量学的手法を活用して研究論文の発表状況や研究論文の相互関係を把握する俯瞰図で

あるサイエンスマップ等を活用し、国内外の基礎研究を始めとした研究動向について、科

学計量学的手法を用いた分析等を行い、把握する。 
【Step 2】知の糾合による注目すべき研究動向の特定 

分析結果等を活用して、最新の研究動向等に関する知見を有する組織・研究者に対する質

問調査を行い、国際的な連携の必要性なども明確化しつつ、調査結果を踏まえて注目すべ

き研究動向を特定する。 
【Step 3】科学的価値と社会的・経済的価値の創造が両立可能な戦略目標等の決定 

ワークショップの開催により、注目した研究動向に関する研究の進展等による社会・経済

の展望等を検討した上で、科学的価値と社会的・経済的価値の創造が両立可能な戦略目標

等を決定する。 
 

 
 
○戦略目標の下で設定される研究領域等の存続期間がおよそ８年間であることから、各分野の特

性を踏まえつつも、創出された成果のうちの一定程度が実用化に向けた民間企業等との共同研

究に結びつき、比較的短い期間で社会的・経済的価値に結びつくことを念頭に置くことが必要。 
○社会・経済に大きな影響を与えるものとして、プラットフォームとなり得る技術を考慮すると

ともに、現状では出口をある一定以上明確化できないが、重要な研究課題があることに留意。 
○主体が研究者であることを踏まえ、過去の戦略目標等の粒度を参考にしつつ、研究者のモチベ

ーションを保つ目標となるよう留意。 

１．はじめに 

２．戦略目標等の策定手順 

３．留意事項 
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次世代人材育成検討作業部会における議論について 

（これまでの検討の整理） 

 

平 成 27 年 8 月 3 日 

科学技術・学術審議会 人材委員会 

次世代人材育成検討作業部会 

 

 

1．背景 

科学技術・学術審議会人材委員会における「第 7期人材委員会提言」（平成 27 年１月）

により「知識基盤社会の科学技術イノベーション人材の育成のためには、初等中等教育

段階から、児童生徒が、理数・科学技術に対する、関心・素養を高め、主体的に取り組

む力を育むことが求められる。」との方向性が示されたことを踏まえ、平成27年4月に、

人材委員会の下に「次世代人材育成検討作業部会」を設置した。初等中等教育段階にお

ける科学技術イノベーション人材育成の在り方について検討を実施した。 

 

2．ポイント 

 次世代の科学技術イノベーション人材をめぐる現状と、これまで文部科学省におい

て推進してきた取組をまとめるとともに、 

（1）科学技術に対する興味関心の喚起（特に女子中高生） 

（2）意欲と能力のある子供たちへの支援（特にスーパーサイエンスハイスクール） 

について、当面取り組むべき施策の基本的な方向性を示すとともに、今後の施策の企画

立案に活かすため、検討状況を整理した。 

 

（1）科学技術に対する興味関心の喚起（主に女子中高生）について 

大学や関係機関におけるシンポジウム等の実施は、元々理系分野に興味関心のあ

る女子生徒が集うことが多く、興味関心の喚起の場として限界があるため、これま

での取組に加え、 

・女性の理系人材による中学校・高等学校等の積極的な訪問 

・企業や大学の協力を得た多様なロールモデルの提示など、産学官が連携した 

取組 

・保護者や教員等への一層の理解促進のため、地域ぐるみの取組 

等の一層の推進により、女子高生の理系進路への興味関心を目指す。 

 

（2）意欲と能力のある子供たちへの支援（特にｽｰﾊﾟｰｻｲｴﾝｽﾊｲｽｸｰﾙ）について 

社会の変化や新しい価値を主導・創造する人材等の育成のために、 

     ・才能を自ら見いだし、創造性やチャレンジ精神などを一層伸ばすこと 

     ・自ら問題を把握（＝課題を設定）すること 

     ・周囲と協働して解決力を養い、主体的に取り組む力を伸ばすこと 
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等が大切であり、幅広い知識や主体的に課題を設定する能力、コミュニケーショ

ン能力などを育み、意欲と能力のある子供たちへの一層効果的な支援のために、

様々な施策を効果的に展開する必要がある。 

 

＜例：スーパーサイエンスハイスクール（SSH）＞ 

   ・SSH 指定校は、 

     ①：先進事例を創出する場 

     ②：主体的に社会を創造する次世代の人材育成の中核 

    として、一層重要性を増している。 

・中央教育審議会総会（平成 27 年 8 月 6 日）においても、「SSH における取組事例

なども参考にしつつ…主体的に探究活動を行う新たな選択科目（数理探究（仮称））

の設置」という、新たな科目に係る方向性が示された。 

・今後は、中央教育審議会の検討状況も踏まえつつ、理科教育の地域拠点となる学

校や、先進的な取組を行う学校への重点支援など、メリハリをつけることが重要

である。 

・文部科学省や関係機関においても、様々な情報を把握し、先進事例を発信するこ

とで、 

  ①：好事例の一層の普及 

  ②：SSH 事業に関わる教員等の指導力の向上 

  ③：小中学校の理数教員のさらなる能力向上 

  ④：地域における理系人材や高い専門性を備えた人材の活用 

 等に結び付けることが重要である。 

 

 

○ 具体的な施策の推進に当たって、文部科学省や各種取組の実施機関は、 

①：これまでの取組の具体的な効果 

②：関連する取組や社会情勢 

③：現場ニーズ等の把握 

④：関係者間で共有 

⑤：戦略的な広報活動の展開 

等の推進が重要である。 

 

○ 併せて、教育機関や公的研究機関をはじめとする様々な関係機関との積極的な連

携、多様な手法によるデータ収集や広報活動等に努め、一層効果的な施策の実施が

必要である。 
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や
最

新
の

成
果

を
グ

ロ
ー

バ
ル

社
会

へ
発

信
す

る
こ

と
で

共
感

を
醸

成
し

、
広

く
定

着
さ

せ
て

い
く
こ

と
を

目
指

す
。

•
ま

た
国

民
の

声
を

幅
広

く
聞

き
な

が
ら

計
画

立
案

等
を

進
め

、
全

国
的

な
プ
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ジ

ェ
ク

ト
と

し
、

ム
ー

ブ
メ

ン
ト

を
一
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喚

起
す

る
。

•
世

界
に

先
駆

け
て

超
高

齢
化

社
会

を
迎

え
る

日
本

か
ら

、
高

齢
者

が
生
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生

き
と

活
躍

す
る

社
会

像
（
シ

ョ
ー

ケ
ー

ス
）
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つ
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り
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げ

、
世

界
に

発
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す
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。
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1
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ク
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ン
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切
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、
国
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外

で
広

く
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。

ワ
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ョ
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等

様
々
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機
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け

、
民
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業
か
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で
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り

と
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国
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ら
世
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が
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の
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究
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蓄
積

や
科
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術
発
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最
新

の
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果
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。

在
京

の
科
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と
全

国
の

企
業

、
大

学
、

科
学

館
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連
携

に
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、

こ
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ま
で
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本
の
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学

研
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ョ
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。
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と
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ョ
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活
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会
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ム
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。
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景

具
体

的
な

取
り
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み

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

未
来

社
会
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お

台
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食
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等

に
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け
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豊
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生

活
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く
ば

、
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、
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新

的
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く
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神
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の
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葉
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西
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ベ

ー
シ

ョ
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催
（

20
16

地
学

、
18

情
報

、
20

生
物

学
、

22
物

理
）
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「次期国立大学法人等施設整備５か年計画策定に向けた中間報告」（概要）
平成２７年８月 今後の国立大学法人等施設の整備充実に関する調査研究協力者会議
（主査：杉山 武彦 一般財団法人運輸政策研究機構副会長，運輸政策研究所所長）

第３次国立大学法人等施設整備５か年計画の検証と課題

１．第３次国立大学法人等施設整備５か年計画の検証

①重点的整備の状況（平成27年5月現在）

○第3次５か年計画における整備目標約550万㎡（老朽改善整備、狭隘解消整備、大学附属病院の再生の
合計）に対し、約415万㎡（約 75％）の進捗。

○老朽改善整備は、約400万㎡の整備目標を掲げ、約251万㎡（約63%）の進捗。耐震化の早期完了に向
けた取組を最優先に整備を実施し、耐震化率は、 H27年度末には、約98％になる見込み。

○狭隘解消整備は、約80万㎡の整備目標を掲げ、約87万㎡（約109%）の進捗。世界トップレベル研究
拠点等の先端的な研究を行う施設など教育研究活動の活性化や高度化、多様化に伴い必要となるスペー
スについて新増築等により整備を実施。

○大学附属病院の再生は、約70万㎡の整備目標を掲げ、約77万㎡（約109%）の進捗。医療の専門化、
高度化に対応した最先端の医療などに対応するための施設整備を実施。

②システム改革の状況

○施設マネジメントについては、各国立大学等において、全学的な視点に立った施設の点検・評価や弾力
的・流動的に使用が可能なスペースの確保、使用面積の再配分など、既存施設の有効活用に関する取組
が行われている。

○省エネ対策については、平成26年度時点では、全ての国立大学等が省エネ対策に関する基本方針を定
めている等、その取組が着実に進んでいる。省エネ法により、毎年度の報告義務がある大学法人等にお
いては、過去５年間のエネルギー消費原単位の対前年度比の平均が減少したキャンパスもあるが、その
一方で、増加したキャンパスもあるため、引き続き省エネ対策を推進していく必要がある。

○多様な財源を活用した施設整備については、平成23年度から26年度までに、イノベーション拠点の形
成を目指した産学連携施設の整備、賃料収入を償還財源とした学生宿舎の整備など、約69万㎡の施設
整備が実施されてきた。

２．今後の施設整備の課題
○施設の老朽対策
・耐震化の取組が進められた一方、施設の老朽化が進行してきており、計画的な改善が必要。

○基幹設備（ライフライン）の老朽対策
・耐用年数を超えるものの割合が高く、今後、老朽化が原因で故障や事故が増加し、教育研究診療活動
の中断や学生等の怪我などが頻発することが危惧されており、計画的な更新が必要。

○国立大学等の機能強化を活性化させる施設整備
・経年による施設の機能陳腐化、建物構造・形状による用途変更の制約等のため、求めている教育研究
活動への対応ができていないという声もあるなど、これらへの施設面での対応が必要。

○サステイナブル・キャンパスへの転換
・国の温室効果ガス削減目標等を踏まえ、サステイナブル・キャンパスに転換していくことが必要。

○財源の確保
・国立大学法人等施設整備費については、計画的に施設整備を行うための多様な財源を含めた財源の確保が課題。

背景

○文部科学省では、平成13年度から３次にわたり、科学技術基本計画を受けて国立大学法人等施設整備
５か年計画を策定し、計画的・重点的に施設整備を推進してきているところ。

○現在、総合科学技術・イノベーション会議において検討中の第５期科学技術基本計画に併せ、新たな施
設整備計画（平成28～32年度）を策定するため、平成２６年３月から、有識者会議による検討を開始。

○平成27年８月に、今後の中長期的な国立大学等の施設整備の対応方策について、「中間報告」を取りまとめ。
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今後の国立大学等施設整備における中期的な対応方策

○財政状況が厳しい中、今後の施設整備については、施設マネジメントの取組により、既存施設を最大限有効
活用しつつ、機能強化や教育の質的転換の推進のための施設面でのニーズに対して、リノベーション（教育
研究の活性化を引き起こすため、新たな施設機能の創出を図る創造的な改修）の実施等により対応。

※そのための費用については、国立大学等が抱える膨大な老朽施設を維持するための改修や改築の費用だけで
も最大毎年約２,８００億円程度の投資が必要であるという試算もある。

１．中期的な視点に立った施設整備の基本的な考え方

（１）安全・安心な教育研究環境の基盤の整備

○老朽施設は、耐震対策(非構造部材を含む)や防災機能強化に配慮しつつ、長寿命化を考慮した改善整
備を推進。

○機能劣化の著しい基幹設備（ライフライン）についても、計画的な更新等を推進。

（２）国立大学等の機能強化等変化への対応

○機能強化等変化に対応するための施設整備をリノベーションにより推進。加えて、施設の集約化を
意図した改築等。

○大学教育の質的転換に資するよう、学修環境の整備に際しては、ラーニング・コモンズやアクティ
ブ・ラーニング・スペースを引き続き推進していくことが必要。

○地域における知の拠点として、地域社会経済の活性化や地域医療に貢献するための教育研究環境の
充実、地域産業を担う高度な地域人材の育成など、地域と大学の連携の強化に対応するための施設
整備を実施していくことが必要。

○大学附属病院の再開発整備については、引き続き、事業の継続性等を十分踏まえつつ整備。

（３）サステイナブル・キャンパスの形成

○国立大学等の施設整備では、平成27年度を基準として、今後５年間でエネルギー消費原単位を５％以上削減
するとともに、省エネ法に基づく建築物の省エネ基準よりも高い省エネ性能を目指した取組を推進。

○設備機器の更新時におけるエネルギー消費効率の改善等により、電気需要平準化の取組を推進。

○ネット･ゼロ･エネルギービルやキャンパスのスマート化等、社会の先導モデルとなる取組を推進。

２．重点的な施設整備の内容

上記を踏まえ、以下の三つの課題に重点的に取り組む

（１）戦略的な施設マネジメントの一層の推進

①施設マネジメントの推進のための仕組みの構築
施設マネジメントの実施に当たっては、施設マネジメントをトップマネジメントとして制度的・組織的
に位置づけ、経営者層のリーダーシップによる全学的体制で実施することが必要。

②施設の有効活用
既存スペースを適切に配分し、施設の有効活用を積極的に行うことが必要。また、施設の新増築は、その
後の施設管理に係るコストの増大につながることから、保有施設の総量の最適化を図ることが必要。

③適切な維持管理
予防保全による良好な教育研究環境を確保するとともに、維持管理費等の縮減や必要な財源の確保のための
取組を進めることが重要。また、維持管理等に係る財源の計画的かつ適切な確保を図ることが必要。

（２）多様な財源を活用した施設整備の推進

現下の厳しい財政状況の中、国が施設整備費の確保に努める一方、国立大学等の自主性にも配慮しつつ、
多様な財源を活用した施設整備を一層推進することが重要。

３．計画的な施設整備を推進するための方策

＋
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参考資料

国立大学法人等施設及び基幹設備（ライフライン）の老朽化の状況

今後急速に進行する教育研究基盤の老朽化

配管の腐食 電気ケーブルの劣化 配管からの漏水

外壁・建具落下の危険 機能性の低い実験室（新たな研究の展開が困難）

共同溝の整備

次期５か年計画期間における重点的な施設整備の内容（イメージ）

（文部科学省調べ）

基幹設備（ライフライン）及び建物部材等の経年
と事故発生件数の関係（Ｈ１６年～）

（平成26年3月調査）

ラーニング・コモンズ

オープン・ラボラトリー

共同利用実験室

改修前

改修後

施設マネージメントで
スペースの再配分

安全・安心な教育研究
基盤の整備

－知的インフラの長寿命化－

リノベーション
で機能強化対応

深刻なライフラインの劣化

今後、建築後５０年以上の建物が急増

改修済面積 経年25年未満

の建物

25～
29年

30～
34年

35～
39年

40～
44年

45～
49年

50年
以上

10～
14年

15～
19年

20～
24年

0～
4年

5～
9年

面積（千㎡）

5000

0

4000

3000

2000

1000

（平成26年５月１日）

要改修面積

（未改修面積）

国立大学法人等施設の経年別保有面積 （文部科学省調べ）

■保有面積 ２７，０７７千㎡
■築後25年以上の要改修面積 ８，４８５千㎡（３１．４％）
■築後50年以上の建物面積 ２，１００千㎡（ ７．５％）

→ 今後５か年で ２０．７％ に急増

（いずれも、対策済）
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系
人
材
に
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待
さ
れ
る
四
つ
の
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躍
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新
し
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値
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及
び
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術
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新
（
イ
ノ
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ー
シ
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起
業
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新
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■
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術
の
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展

■
第
三
次
産
業
を
含
む
多
様
な
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で
の
力
量
発
揮

労
働
力
人
口
の
減
少
の
中
で
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付
加
価
値
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高
い
理
工
系
人
材
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戦
略
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育
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取
組
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始
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べ
く
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科
学
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お
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、
当
面
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２
０
２
０
年
度
末
ま
で
に
お
い
て
集
中
し
て

進
め
る
べ
き
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向
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と
重
点
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系
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学
官
円
卓
会
議
」
(仮
称
）
を
設
置
し
、
産
学
官
協
働
に
よ
り
戦

略
を
実
行
。

理
工
系
人
材
に
期
待
さ
れ
る
活
躍
の
在
り

方
は
一
様
で
は
な
く
、
時
代
の
変
遷
と
と
も
に

変
化
。
現
下
及
び
今
後
の
社
会
を
展
望
す
る

と
、
期
待
さ
れ
る
活
躍
の
姿
は
、
四
つ
に
代
表

さ
れ
、
個
人
及
び
組
織
に
、
よ
り
高
度
な
能
力

が
求
め
ら
れ
て
い
く
。
こ
の
四
つ
の
活
躍
の
実

現
を
念
頭
に
、
多
角
的
な
取
組
が
必
要
。

18
.0

20
.0

22
.0

24
.0

26
.0

28
.0

30
.0

32
.0

0

20
,0

00

40
,0

00

60
,0

00

80
,0

00

10
0,

00
0

12
0,

00
0

14
0,

00
0

H2
2

23
24

25
26

27
28

29
30

31
32

33
34

35
36

37
38

39
40

41
42

一
人
当
た
り

GD
Pは
低
下

0～
14
歳
人
口

65
歳
人
口
割
合

65
歳
以
上
人
口

15
～

64
歳
人
口

平
成

22
年
以
降
の
年
齢
区
分
別
人
口
推
計

生
産
年
齢
（
1
5
～
6
4
歳
）
人
口
：
H
2
5
年
；
7
,9
0
0
万
人
→
H
4
2
年
；
6
,7
7
3
万
人

出
典
：
国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所
「
日
本
の
将
来
推
計
人
口
（
平
成

24
年
１
月
推
計
）
」
を
基
に
作
成

位

（
千
人
）

（
％
）

（
概
要
）
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理
工
系
人
材
育
成
戦
略

T
h

e 
fi

rs
t 

ed
it

io
n

【
戦
略
の
方
向
性
１
】
高
等
教
育
段
階
の
教
育
研
究
機
能
の
強
化

重
点
1
．
理
工
系
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
、
リ
ー
ダ
ー
人
材
育
成
シ
ス
テ
ム
の
強
化

産
業
界
の
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
の
も
と
実
践
的
な
課
題
解
決
型
教
育
手
法
等
に
よ
る
高
等
教
育
レ
ベ
ル
の
職
業
教
育

シ
ス
テ
ム
を
構
築
し
、
理
工
系
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
養
成
機
能
を
抜
本
的
に
強
化
。
産
学
官
に
わ
た
り
グ
ロ
ー
バ
ル

に
活
躍
す
る
リ
ー
ダ
ー
を
養
成
す
る
た
め
、
産
学
官
か
ら
国
内
外
第
一
級
の
教
員
を
結
集
し
、
専
門
分
野
の
枠
を
超
え

た
体
系
的
な
教
育
を
構
築
す
る
な
ど
博
士
課
程
教
育
の
抜
本
的
改
革
と
強
化
を
推
進
。

重
点
2
．
教
育
機
能
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
推
進

大
学
等
の
教
育
機
能
の
国
際
化
を
推
進
し
、
世
界
規
模
で
の
課
題
発
見
・
解
決
等
が
で
き
る
理
工
系
人
材
を
育
成
。

理
工
系
分
野
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
に
お
け
る
留
学
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
設
定
や
海
外
大
学
と
の
単
位
互
換
を
促
進
。

重
点
3
．
地
域
企
業
と
の
連
携
に
よ
る
持
続
的
・
発
展
的
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出

重
点
4
．
国
立
大
学
に
お
け
る
教
育
研
究
組
織
の
整
備
・
再
編
等
を
通
じ
た
理
工
系
人
材
の
育
成

[
三
つ
の
方
向
性
と
１
０
の
重
点
項
目
]

初
等
中
等
教
育
段
階
か
ら
取
組
を
講
じ
、
特
に
高
等
教
育
段
階
の
教
育
研
究
機
能
の
活
用
を
重
視
。

【
戦
略
の
方
向
性
２
】
子
供
た
ち
に
体
感
を
、
若
者
・
女
性
・
社
会
人
に
飛
躍
を

重
点
5
．
初
等
中
等
教
育
に
お
け
る
創
造
性
・
探
究
心
・
主
体
性
・
チ
ャ
レ
ン
ジ
精
神
の
涵
養

主
体
的
・
協
働
的
な
学
び
（
ア
ク
テ
ィ
ブ
・
ラ
ー
ニ
ン
グ
）
を
促
進
す
る
た
め
の
教
育
条
件
整
備
や
観
察
・
実
験
環

境
の
計
画
的
整
備
、
大
学
等
と
の
連
携
に
よ
る
意
欲
・
能
力
の
あ
る
児
童
生
徒
の
発
掘
や
才
能
を
伸
ば
す
取
組
を
推
進
。

重
点
6
．
学
生
・
若
手
研
究
者
の
ベ
ン
チ
ャ
ー
マ
イ
ン
ド
の
育
成

ベ
ン
チ
ャ
ー
マ
イ
ン
ド
や
事
業
化
志
向
を
身
に
つ
け
る
大
学
の
人
材
育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発
・
実
施
を
促
進
、
大

学
発
ベ
ン
チ
ャ
ー
業
界
等
に
飛
び
込
む
人
材
や
新
規
事
業
に
挑
戦
で
き
る
人
材
を
育
成
。

重
点
7
．
女
性
の
理
工
系
分
野
へ
の
進
出
の
推
進

重
点
8
．
若
手
研
究
者
の
活
躍
促
進

重
点
9
．
産
業
人
材
の
最
先
端
・
異
分
野
の
知
識
・
技
術
の
習
得
の
推
進
～
社
会
人
の
学
び
直
し
の
促
進
～

【
戦
略
の
方
向
性
３
】
産
学
官
の
対
話
と
協
働

重
点
1
0
．
「
理
工
系
人
材
育
成
-産
学
官
円
卓
会
議
」
（
仮
称
）
の
設
置

特
に
産
業
界
で
活
躍
す
る
理
工
系
人
材
を
戦
略
的
に
育
成
す
る
た
め
、
産
学
官
が
理
工
系
人
材
に
関
す
る
情
報
や
認

識
を
共
有
し
、
人
材
育
成
へ
の
期
待
が
大
き
い
分
野
へ
の
対
応
な
ど
、
協
働
し
て
取
り
組
む
「
理
工
系
人
材
育
成
-
産
学

官
円
卓
会
議
」
（
仮
称
）
を
設
置
。

産
学
官

協
働

（
概
要
）
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【
国
立
大
学
法
人
】

第
３
期

(H
28
年
度
～

)に
は
、
各
国
立
大
学
が
形
成
す
る
強

み
･特
色
を
最
大
限
に
い
か
し
､自
ら
改
善
･発
展
す
る
仕
組

み
を
構
築
す
る
こ
と
に
よ
り
､持
続
的
な
｢競
争
力
｣を
持
ち
､

高
い
付
加
価
値
を
生
み
出
す

国
立
大
学
の
多
様
な
役
割
や
求
め
ら
れ
て
い
る
期
待
に
応
え
る
点
を
総
合
的
に
勘
案
し
、
機

能
強
化
の
方
向
性
に
応
じ
た
取
組
を
き
め
細
か
く
支
援
す
る
た
め
、
予
算
上
、
三
つ
の
重
点

支
援
の
枠
組
み
を
新
設

学
長
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
予
算
面
で
発
揮
し
、
組
織
の
自
己
変
革
や
新
陳
代
謝
を
進
め
る
た
め
、
教
育
研

究
組
織
や
学
内
資
源
配
分
等
の
見
直
し
を
促
進
す
る
仕
組
み
と
し
て
「
学
長
の
裁
量
に
よ
る
経
費
」
を
区
分

文
部
科
学
省
が
、
中
期
目
標
期
間
中
の
経
費
の
規
模
を
算
出
し
、
各
国
立
大
学
に
提
示
。
提
示
し

た
規
模
以
上
の
規
模
で
各
国
立
大
学
が
取
組
を
実
施

有
識
者
の
意
見
を
踏
ま
え
つ
つ
、
こ
の
経
費
を
活
用
し
た
業
務
運
営
の
改
善
の
実
績
や
教
育
研
究
活

動
等
の
状
況
を
３
年
目
・
５
年
目
に
確
認
。
そ
の
結
果
に
応
じ
て
改
善
の
促
進
や
予
算
配
分
に
反
映

各
大
学
の
機
能
強
化
の
方
向
性
に
応
じ
た
重
点
支
援
を
受
け
る
取
組
構
想
は
、

中
期
目
標
・
中
期
計
画
に
記
載
さ
れ
、
中
期
計
画
に
書
き
込
ま
れ
る
べ
き
指
標

が
取
組
構
想
の
評
価
指
標
を
踏
ま
え
て
設
定
さ
れ
る
こ
と
が
想
定

第
３
期
中
期
目
標
期
間
に
お
け
る
国
立
大
学
法
人
運
営
費
交
付
金
の
在
り
方
に
つ
い
て
（
審
議
ま
と
め
）
（
平
成

27
年
６
月

15
日
）
の
ポ
イ
ン
ト

運
営
費
交
付
金
は
､国
立
大
学
法
人
が
安
定
的
･持
続
的
に
教
育

研
究
活
動
を
行
う
た
め
に
必
要
不
可
欠
な
経
費

各
国
立
大
学
法
人
が
自
ら
の
努
力
で
増
収
を
図
っ
た
場
合
に
、
運

営
費
交
付
金
を
減
額
し
な
い
と
い
う
従
来
の
取
扱
い
は
踏
襲

各
国
立
大
学
法
人
の
ビ
ジ
ョ
ン
に
基
づ
き
､機
能
強
化
を
迅
速
に

実
現

各
国
立
大
学
法
人
の
規
模
､分
野
､ミ
ッ
シ
ョ
ン
､財
務
構
造
等
を

踏
ま
え
､き
め
細
か
な
配
分
方
法
を
実
現
す
る
と
と
も
に
､透
明
性

を
向
上

第
３
期
の
国
立
大
学
法
人
運
営
費
交
付
金
の
在
り
方

第
３
期
中
期
目
標
・
中
期
計
画
と
の
関
係
に
つ
い
て

競
争
的
研
究
費
と
の
一
体
改
革

財
源
の
多
元
化
や
自
律
的
な
運
営
を
図
る
た
め
の
今
後
の
検
討
課
題

寄
附
の
拡
大
に
向
け
た
取
組
､自
律
的
な
運
営
を
図
る
た
め
の
規
制
緩
和
等
に

つ
い
て
は
､今
後
検
討

運
営
費
交
付
金
の
改
革
及
び
競
争
的
研
究
費
の
改
革
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
改
革
が

あ
い
ま
っ
て
一
体
的
な
改
革
と
し
て
相
乗
効
果
を
生
む
こ
と
が
期
待

改
善
点
Ⅰ

機
能
強
化
の
方
向
性
等
に
応
じ
た
重
点
配
分

改
善
点
Ⅱ

学
長
の
裁
量
に
よ
る
経
費
（
仮
称
）
の
区
分

三
つ
の
枠
組
み
か
ら
大
学
が
自
ら
一
つ
選
択
し
､取
組
構
想
を
提
案
｡そ
の
際
､測
定
可
能
な

評
価
指
標
(K
P
I)
等
を
設
定
｡そ
の
後
､有
識
者
の
意
見
を
踏
ま
え
て
支
援
す
る
取
組
を
選
定

基
本
的
に
中
期
目
標
期
間
を
通
じ
て
支
援
を
実
施
。
原
則
、
年
度
ご
と
に
取
組
構
想
の
進
捗

状
況
を
確
認
す
る
と
と
も
に
、
評
価
指
標
を
用
い
て
向
上
度
を
評
価
し
予
算
に
反
映

優
れ
た
取
組
に
つ
い
て
は
、
支
援
終
了
後
運
営
費
交
付
金
の
配
分
に
一
定
の
加
算

※
こ
の
ほ
か
、
国
立
大
学
に
共
通
す
る
政
策
課
題
に
対
し
重
点
支
援

重
点

支
援
➀

主
と
し
て
､地
域
に
貢
献
す
る
取
組
と
と
も
に
､専
門
分
野
の
特
性
に
配
慮
し
つ
つ
､

強
み
・
特
色
の
あ
る
分
野
で
世
界
・
全
国
的
な
教
育
研
究
を
推
進
す
る
取
組
を
中
核

と
す
る
国
立
大
学
を
支
援

重
点

支
援
②

主
と
し
て
､専
門
分
野
の
特
性
に
配
慮
し
つ
つ
､強
み
・
特
色
の
あ
る
分
野
で
地
域
と

い
う
よ
り
世
界
・
全
国
的
な
教
育
研
究
を
推
進
す
る
取
組
を
中
核
と
す
る
国
立
大
学

を
支
援

重
点

支
援
③

主
と
し
て
、
卓
越
し
た
成
果
を
創
出
し
て
い
る
海
外
大
学
と
伍
し
て
、
全
学
的
に
卓

越
し
た
教
育
研
究
、
社
会
実
装
を
推
進
す
る
取
組
を
中
核
と
す
る
国
立
大
学
を
支
援

ご
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国立大学経営力戦略（概要） 

１．基本的考え方 

○ 我が国社会の活力や持続性を確かなものとする上で、新たな価値を生み出す礎となる知の創出

とそれを支える人材育成を担う国立大学の役割への期待は大いに高まっており、「社会変革のエ

ンジン」として「知の創出機能」を最大化していくことが必要。 

○ 国立大学は、法人化のメリットをこれまで以上に生かし、新たな経済社会を展望した大胆な発

想の転換の下、新領域・融合分野など新たな研究領域の開拓、産業構造の変化や雇用ニーズに対

応した新しい時代の産業を担う人材育成、地域・日本・世界が直面する経済社会の課題解決など

を図りつつ、学問の進展やイノベーション創出などに最大限貢献できる組織へ自ら転換。 

○ 各国立大学は、 

・ 既存の枠組みや手法等にとらわれない大胆な発想で、学長がリーダーシップとマネジメント

力を発揮し、組織全体をリードする将来ビジョンに基づく自己改革・新陳代謝を実行 

・ 確かなコスト意識と戦略的な資源配分を前提とした経営的視点で大学運営を行うことで経営

力を強化。 

○ 大学共同利用機関法人は、大学の枠を越えた分野のナショナルセンターとして、研究者コミュ

ニティ全体、大学の機能強化及び社会への貢献を最大化させる役割を果たすため、経営力を強化。 

○ 文部科学省は、基盤的経費である国立大学法人運営費交付金の水準を確保しつつ、自己改革に

取り組む大学等にメリハリある重点支援を実施するとともに、必要な規制緩和を行う。 

 

２．具体的内容 

（１）大学等の将来ビジョンに基づく機能強化の推進 

・ 各大学等の機能強化の方向性に応じた取組をきめ細かく支援するため、国立大学法人運営費

交付金の中に３つの重点支援の枠組みを新設 

（２）自己改革・新陳代謝の推進 

・ 機能強化のための組織再編、大学間・専門分野間での連携・連合 

・ 「学長の裁量による経費（仮称）」によるマネジメント改革 

・ 意欲と能力のある教員が高いパフォーマンスを発揮する環境の整備 

・ 経営を担う人材、経営を支える人材の育成確保 

（３）財務基盤の強化 

・ 収益を伴う事業の明確化、寄附金収入の拡大、民間との共同研究等の拡大 

（４）未来の産業・社会を支えるフロンティア形成 

・ 「特定研究大学（仮称）」「卓越大学院（仮称）」「卓越研究員（仮称）」の創設 

また、これらの大学改革を後押しするため、研究成果の持続的創出のための競争的研究費改革

もあわせて実施。 
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○
卓
越
し
た
研
究
成
果
や
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
創
出
に
お
い
て
、
若
手
研
究
者
の
果
た
す
役
割
が
極
め
て
重

要
。
ま
た
、
若
手
研
究
者
の
育
成
・
確
保
に
当
た
っ
て
は
、
重
点
化
す
べ
き
研
究
分
野
は
急
速
に
変
化
す
る

た
め
、
人
材
の
セ
ク
タ
ー
間
・
分
野
間
の
移
動
を
容
易
に
す
る
環
境
と
人
事
シ
ス
テ
ム
の
構
築
が
必
要
。

○
現
状
で
は
、
「
流
動
性
の
世
代
間
格
差
」
が
存
在
【
図
１
】
。
今
後
、
各
大
学
・
研
究
機
関
に
お
い
て
、
シ
ニ
ア

教
員
・
研
究
者
に
対
す
る
任
期
付
雇
用
へ
の
転
換
、
年
俸
制
導
入
、
評
価
の
充
実
と
そ
の
処
遇
へ
の
反
映
等

に
積
極
的
に
取
り
組
む
こ
と
を
前
提
と
し
て
、
国
は
、
テ
ニ
ュ
ア
ト
ラ
ッ
ク
制
や
複
数
機
関
で
の
コ
ン
ソ
ー
シ
ア

ム
の
構
築
等
の
着
実
な
推
進
に
加
え
て
、
「
卓
越
研
究
員
制
度
」
の
創
設
を
通
じ
て
、
若
手
が
挑
戦
で
き
る
安

定
性
あ
る
ポ
ス
ト
の
拡
充
を
推
進
。

○
中
長
期
的
に
は
、
我
が
国
全
体
と
し
て
、
産
学
官
の
機
関
間
に
お
い
て
優
秀
な
研
究
者
の
公
正
な
獲
得
競

争
が
起
こ
り
、
研
究
者
の
産
学
間
の
人
材
交
流
と
流
動
化
が
促
進
さ
れ
、
優
れ
た
研
究
者
が
、
機
関
や
分
野

の
枠
を
越
え
て
、
自
立
し
て
独
創
的
な
研
究
活
動
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
環
境
を
実
現
す
る
こ
と
を
目
指
す
。

卓
越
研
究
員
制
度
の
在
り
方
に
つ
い
て

卓
越
研
究
員
制
度
に
つ
い
て
は
、
平
成
２
７
年
１
月
に
産
学
官
の
有
識
者
で
構
成
す
る
「
卓
越
研
究
員
制
度

検
討
委
員
会
」
（
主
査
：
五
神
真
東
京
大
学
理
学
系
研
究
科
長
（
当
時
）
）
を
設
置
し
、
大
学
改
革
や
競
争
的

研
究
費
改
革
等
の
関
連
す
る
議
論
の
状
況
を
見
据
え
つ
つ
、
制
度
の
在
り
方
に
つ
い
て
検
討
。

平
成
２
７
年
３
月
２
７
日
の
第
４
回
会
合
に
お
い
て
、
我
が
国
を
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に
適
し
た
国
と
す
る
た
め
の

人
材
戦
略
の
目
指
す
べ
き
方
向
性
を
踏
ま
え
、
卓
越
研
究
員
制
度
の
概
念
設
計
を
取
り
ま
と
め
。

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に
適
し
た
国
と
す
る
た
め
の
人
材
戦
略
の
目
指
す
べ
き
方
向
性

- 28 -



0
50

0
10

00
15

00
20

00
25

00
30

00
35

00
40

00
0

50
0

10
00

15
00

20
00

25
00

30
00

35
00

40
00

25
歳
未
満

25
歳
以
上

…
30
歳
以
上

…
35
歳
以
上

…
40
歳
以
上

…
45
歳
以
上

…
50
歳
以
上

…
55
歳
以
上

…
60
歳
以
上

…
65
歳
以
上

…
70
歳
以
上

…
75
歳
以
上

0
50

0
10

00
15

00
20

00
25

00
30

00
35

00
40

00

25
歳
未
満

25
歳
以
上

…
30
歳
以
上

…
35
歳
以
上

…
40
歳
以
上

…
45
歳
以
上

…
50
歳
以
上

…
55
歳
以
上

…
60
歳
以
上

…
65
歳
以
上

…
70
歳
以
上

…
75
歳
以
上

0
50

0
10

00
15

00
20

00
25

00
30

00
35

00
40

00○
研
究
大
学
（
R
U
１
１
）
に
お
い
て
は
、
任
期
な
し
教
員
ポ
ス
ト
の
シ
ニ
ア
化
、
若
手
教
員
の
任
期
な
し
ポ
ス
ト
の
減
少
・
任
期
付

ポ
ス
ト
の
増
加
が
顕
著
。

○
任
期
付
教
員
の
雇
用
財
源
は
、
競
争
的
資
金
等
の
外
部
資
金
の
割
合
が
増
加
。

【
図
１
】
研
究
大
学
に
お
け
る
任
期
付
教
員
の
雇
用
財
源
調
査
（
速
報
版
）

出
典
：
文
部
科
学
省
調
べ

（
集
計
は
科
学
技
術
・
学
術
政
策
研
究
所
で
実
施
）

任
期
な
し

（
テ
ニ
ュ
ア
ト
ラ
ッ
ク
教
員
を
含
む
）

任
期
付

平
成
１
９
年
度

平
成
２
５
年
度

任
期
付

基
盤
的
経
費

競
争
的
資
金

そ
の
他

テ
ニ
ュ
ア
ト
ラ
ッ
ク
教
員

基
盤
的
経
費

競
争
的
資
金

そ
の
他

テ
ニ
ュ
ア
ト
ラ
ッ
ク
教
員

（
N
=
2
6
5
5
9
）

（
N
=
2
9
4
1
7
）

（
N
=
7
2
3
9
）

（
N
=
1
1
5
5
1
）

（
N
=
1
7
8
6
6
）

（
N
=
1
9
3
2
0
）

任
期
な
し

（
テ
ニ
ュ
ア
ト
ラ
ッ
ク
教
員
を
含
む
）
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制
度
概
要

＜
目
的
＞

○
卓
越
し
た
研
究
者
が
、
安
定
性
あ
る
ポ
ス
ト
に
就
き
な
が
ら
、
産
学
官
の
機
関
や
分
野
の
枠
を
越
え
て
活
躍

で
き
る
新
た
な
制
度
を
創
設
す
る
こ
と
で
、
若
手
を
研
究
職
に
惹
き
つ
け
る
こ
と
を
目
指
す
。

＜
制
度
ポ
イ
ン
ト
＞

各
機
関
に
閉
じ
た
人
事
シ
ス
テ
ム
を
越
え
て
、
ピ
ア
レ
ビ
ュ
ー
審
査
と
中
間
評
価
に
よ
っ
て
卓
越
研
究
員
を

厳
選
し
質
を
担
保
。
卓
越
研
究
員
を
受
け
入
れ
よ
う
と
す
る
機
関
は
、
魅
力
的
な
研
究
環
境
・
処
遇
等
の
提

示
に
よ
り
、
卓
越
研
究
員
を
獲
得
し
て
雇
用
。

従
来
の
退
職
金
制
度
に
基
づ
く
任
期
な
し
ポ
ス
ト
や
競
争
的
資
金
等
に
よ
る
任
期
付
き
ポ
ス
ト
と
は
異
な
り
、

将
来
的
に
は
従
来
の
任
期
な
し
ポ
ス
ト
に
代
わ
り
得
る
「
第
３
の
ポ
ス
ト
」
と
し
て
の
年
俸
制
（
無
期
）
を
導
入

す
る
こ
と
で
、
安
定
的
な
雇
用
と
流
動
性
の
両
立
を
担
保
。

任
期
な
し
ポ
ス
ト
の
雇
用
財
源
の
多
元
化
を
図
る
た
め
、
卓
越
研
究
員
に
つ
い
て
は
、
基
盤
的
経
費
と
の
関

係
を
整
理
し
た
上
で
、
自
ら
獲
得
し
た
外
部
研
究
費
か
ら
の
人
件
費
を
拠
出
可
能
と
す
る
こ
と
も
視
野
。

＜
留
意
事
項
＞

○
制
度
の
導
入
に
当
た
っ
て
は
、
国
立
大
学
法
人
を
中
心
と
し
た
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
お
け
る
共
通
理
解
・
共
通
認

識
の
構
築
が
前
提
。
ま
た
、
今
後
、
大
学
改
革
及
び
競
争
的
研
究
費
改
革
な
ど
関
連
す
る
議
論
の
状
況
を
踏

ま
え
つ
つ
、
詳
細
設
計
を
進
め
る
。

卓
越
研
究
員
制
度
の
在
り
方
に
つ
い
て
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○
上
記
の
制
度
ポ
イ
ン
ト
を
達
成
す
る
た
め
、
卓
越
研
究
員
制
度
と
し
て
は
、
以
下
の
よ
う
な
仕
組
み

の
認
定
制
度
が
一
案
と
し
て
考
え
ら
れ
る
。

受
入
希
望
機
関
は
、
受
入
ポ
ス
ト
・
処
遇
等
に
つ
い
て
事
前
公
表
。
国
又
は
中
立
的
な
公
的
機
関
が

一
覧
化
公
開
。

国
又
は
中
立
的
な
公
的
機
関
に
よ
る
ピ
ア
レ
ビ
ュ
ー
に
よ
り
、
卓
越
研
究
員
を
認
定
。
そ
の
後
、
受
入

機
関
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
・
調
整
を
経
て
、
受
入
機
関
に
お
い
て
雇
用
。

※
雇
用
経
費
は
各
受
入
機
関
に
お
い
て
負
担
（
基
盤
的
経
費
や
間
接
経
費
等
で
対
応
）
。
た
だ
し
、
国
立
大
学
法
人
運
営
費
交
付

金
と
の
関
係
に
つ
い
て
は
別
途
検
討
。
ま
た
、
新
た
な
「
第
３
の
ポ
ス
ト
」
と
し
て
明
確
に
位
置
づ
け
る
た
め
に
は
、
制
度
導
入
の

イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
と
そ
れ
を
担
保
す
る
財
源
へ
の
留
意
が
必
要
。

卓
越
研
究
員
は
、
受
入
機
関
に
よ
る
雇
用
開
始
時
又
は
開
始
後
６
年
程
度
ま
で
の
適
切
な
時
期
に
、

受
入
機
関
の
審
査
を
経
て
、
年
俸
制
（
無
期
）
に
移
行
。

※
職
階
に
応
じ
て
３
段
階
で
エ
ン
ト
リ
ー
ポ
イ
ン
ト
を
設
け
、
①
助
教
職
相
当
に
つ
い
て
は
、
原
則
テ
ニ
ュ
ア
ト
ラ
ッ
ク
助
教
と
し
て
、

②
准
教
授
職
相
当
及
び
③
教
授
職
相
当
に
つ
い
て
は
、
受
入
機
関
に
よ
る
雇
用
開
始
時
に
年
俸
制
（
無
期
）
と
し
て
雇
用
す
る

こ
と
が
望
ま
し
い
。

○
卓
越
研
究
員
の
規
模
と
し
て
は
、
国
立
大
学
に
お
け
る
毎
年
度
の
定
年
退
職
者
数
等
を
踏
ま
え
、

本
制
度
が
定
常
化
し
た
段
階
で
、
毎
年
度
約
２
０
０
人
程
度
を
認
定
す
る
こ
と
を
想
定
。

卓
越
研
究
員
制
度
の
在
り
方
に
つ
い
て

概
念
設
計
（
一
案
）
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詳
細
設
計
に
残
さ
れ
た
論
点

○
詳
細
設
計
を
進
め
る
上
で
は
、
以
下
の
点
に
つ
い
て
更
に
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。

国
に
よ
る
関
与
の
在
り
方
（
制
度
導
入
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
の
在
り
方
、
国
立
大
学
法
人
運
営
費

交
付
金
と
の
関
係
等
）

卓
越
研
究
員
が
特
定
の
機
関
に
偏
ら
な
い
た
め
の
方
策

卓
越
研
究
員
の
流
動
性
を
加
速
さ
せ
る
た
め
の
方
策

卓
越
研
究
員
の
「
質
の
担
保
」
を
実
現
す
る
た
め
の
ピ
ア
レ
ビ
ュ
ー
・
中
間
評
価
の
実
施
に
必
要

な
措
置

中
間
評
価
に
お
け
る
評
価
軸
、
中
間
評
価
後
の
「
質
の
担
保
」
の
在
り
方

研
究
分
野
に
卓
越
研
究
員
を
ど
う
割
り
当
て
る
か
の
制
度
設
計
と
中
長
期
的
に
分
野
間
の
競
争

を
促
す
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
付
与
の
方
法

特
定
研
究
大
学
（
仮
称
）
、
卓
越
大
学
院
と
の
関
係

卓
越
研
究
員
制
度
の
在
り
方
に
つ
い
て
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次世代放射光施設検討ワーキンググループ報告書のポイント 

 

平 成 ２ ７ 年 ３ 月 

科学技術･学術政策局 

○ 放射光施設は、物質科学、生命科学、地球科学分野等の幅広い分野で

数々の高インパクトな学術成果を生み出すとともに、産業利用や応用展

開を通じて社会的課題の解決にも資するイノベーションの源泉。 

○ 近年、施設の更新・高度化計画の出遅れが招く先端研究の優位性減退や

潜在的な研究開発の機会逸失・海外流出、利便性の欠如など、技術面、

利用面、運営面での課題が浮き彫りに。 

○ 今後新たに整備・高度化される放射光施設に対する関心が高まる中、そ

の検討に当たっては、利用ニーズに基づいた必要性や意義について広く

社会の理解が得られることが重要。 

○ 次世代放射光施設が一翼をなす放射光プラットフォームについて、技術的

性能の観点、運用形態や利用支援体制について論点整理された結果は以下

のとおり。 

 各利用分野の特性・固有ニーズや分野共通の課題を踏まえ、今後の我が国

の放射光利用環境には幅広い波長領域における高輝度安定コヒーレント光

源が必要。ただし、これを単一の施設において実現することは困難。 

 そのため、各放射光施設の特色を活かした機能分散型の施設間アライアン

スを形成し、幅広い光源性能・利用者層・利用形態をカバーすることで、

運営面の課題も含めて柔軟かつ機動的に対応していくことが重要。 

 次世代の放射光利用環境の整備に必要となる光源性能としては、既存の先

端大型放射光施設のアップグレード版における最先端の硬Ｘ線光源や、軟

Ｘ線領域に強みを持つ中型高輝度光源が有力な候補。 

 運営面でのアライアンス強化に向けては、多様化するユーザーニーズを的

確に踏まえた施設利便性の向上やビームラインサイエンティスト等の専門

人材の養成・支援強化にも併せて取り組んでいくことが重要。 

（以 上） 
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「
競

争
的

研
究

費
改

革
に

関
す

る
検

討
会

」
中

間
取

り
ま

と
め

（
概

要
）

～
研
究
成
果
の
持
続
的
創
出
に
向
け
た
競
争
的
研
究

費
改

革
に

つ
い

て
～

（
１
）
分
野
融
合
、
国
際
展
開
な
ど
の
「
現
代
的
要
請
」
へ
の
対
応

•
競
争
的
研
究
費
改
革
に
お
い
て
は
、
挑
戦
性
・
総
合
性
・
融
合
性
・
国
際
性
を
重
視
し
、
分
野
・
組
織
・
国
境
を
越
え
た
研
究
の
遂

行
を
促
進
。
そ
の
際
、
研
究
環
境
整
備
に
追
加
的
対
応
を
要
す
る
こ
と
に
留
意
。

（
２
）
産
学
連
携
の
本
格
展
開
を
め
ざ
し
た
環
境
整
備

•
本
格
的
な
産
学
連
携
の
促
進
の
た
め
、
大
学
等
の
研
究
活
動
の
幅
を
広
げ
て
い
く
こ
と
が
重
要
。
そ
の
際
、
研
究
活
動
拡
大
に

伴
う
研
究
基
盤
整
備
が
不
可
欠
で
あ
り
、
競
争
的
研
究
費
改
革
で
も
後
押
し
す
る
必
要
。

（
３
）
研
究
基
盤
の
持
続
性
の
確
保

•
外
部
研
究
費
受
入
れ
に
伴
う
研
究
基
盤
整
備
に
当
た
っ
て
は
、
終
了
後
の
基
盤
へ
の
影
響
に
も
留
意
が
必
要
。
若
手
研
究
者
へ

の
支
援
等
を
通
じ
て
持
続
性
が
確
保
さ
れ
る
と
、
優
秀
な
人
材
が
確
保
さ
れ
、
質
の
高
い
研
究
成
果
が
持
続
す
る
好
循
環
に
。

（
４
）
研
究
者
が
よ
り
有
効
に
研
究
を
進
め
ら
れ
る
た
め
の
環
境
整
備

•
研
究
者
が
よ
り
有
効
に
研
究
を
進
め
ら
れ
る
よ
う
、
競
争
的
研
究
費
の
使
い
勝
手
の
改
善
や
、
大
型
の
研
究
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
お

け
る
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
強
化
を
促
進
。

１
．
科
学
技
術
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
巡
る
状
況
認
識

２
．
改
革
の
方
向
性

平
成

27
年
６
月

24
日

文
部
科
学
省
研
究
振
興
局

知
の
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
の
急
速
な
拡
大
と
熾
烈
な
国
際
競
争
の
な
か
で
、
多
種
多
様
な
知
識
や
価
値
の
創
出
と
連
携
・
融
合
、

オ
ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
重
視
へ
の
転
換
等
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

そ
の
推
進
の
鍵
と
な
る
人
材
に
つ
い
て
は
、
将
来
の
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
を
見
通
せ
な
い
若
手
研
究
者
が
増
加
す
る
な
ど
、
将
来
の

我
が
国
の
人
材
の
質
の
低
下
が
懸
念
さ
れ
る
。
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•
若
手
の
キ
ャ
リ
ア
形
成
に
係
る
組
織
的
取
組
に
つ
き
、
競
争
的
研
究
費
の
審
査
を
通
じ
て
確
認
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
取
組

内
容
・
実
績
を
大
学
等
が
公
表
す
る
こ
と
が
適
切
。
そ
の
際
、
若
手
の
延
長
雇
用
等
の
好
事
例
に
つ
い
て
積
極
的
な
発
信

を
奨
励
。

•
大
型
の
研
究
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
主
宰
す
る
研
究
代
表
者
の
研
究
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
業
務
の
負
担
等
を
考
慮
し
、
一
定
条
件
の
下

で
、
当
該
研
究
代
表
者
の
人
件
費
の
一
部
に
つ
い
て
、
研
究
費
の
直
接
経
費
か
ら
支
出
可
能
と
す
る
こ
と
が
適
切
。

•
こ
れ
ら
は
、
大
学
改
革
の
取
組
と
整
合
的
に
実
施
さ
れ
れ
ば
、
若
手
人
材
を
巡
る
環
境
改
善
等
に
資
す
る
も
の
と
考
え
ら

れ
る
の
で
、
文
部
科
学
省
に
お
い
て
全
体
と
し
て
適
切
な
仕
組
み
を
検
討
す
る
必
要
。

３
．
改
革
の
具
体
的
方
策

•
改
革
の
方
向
性
の
実
現
に
向
け
、
大
学
等
の
組
織
的
取
組
を
強
化
す
る
た
め
、
間
接
経
費
の
適
切
な
措
置
が
不
可
欠
。

（
参
考
２
参
照
）

•
こ
の
た
め
、
文
部
科
学
省
に
お
け
る
全
て
の
競
争
的
研
究
費
に
つ
い
て
原
則
３
０
％
措
置
。
他
府
省
や
民
間
を
含
め
た
全

て
の
外
部
研
究
費
に
も
同
様
に
間
接
経
費
が
措
置
さ
れ
る
よ
う
、
総
合
科
学
技
術
・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
会
議
（

CS
TI
）
の
イ
ニ

シ
ア
テ
ィ
ブ
に
期
待
。
そ
の
際
、
文
部
科
学
省
は
よ
り
詳
細
な
状
況
把
握
を
行
っ
て
い
く
こ
と
が
必
要
。

•
外
部
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
等
に
対
し
て
間
接
経
費
に
関
す
る
説
明
責
任
を
果
た
す
べ
く
、
大
学
等
は
間
接
経
費
に
よ
る
取

組
全
体
の
実
施
方
針
や
実
績
に
つ
き
公
表
す
る
こ
と
が
適
切
。

(1
)間
接
経
費
を
活
用
し
た
研
究
基
盤
の
強
化

(2
)若
手
研
究
者
を
は
じ
め
と
す
る
研
究
人
材
に
対
す
る
支
援
の
在
り
方
の
改
善
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•
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
も
活
用
し
た
フ
ァ
ン
デ
ィ
ン
グ
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
間
の
連
携
の
一
層
の
促
進
等
に
よ
り
、
事
業
間
の
シ
ー
ム
レ

ス
な
連
携
を
強
化
。

•
科
学
研
究
費
助
成
事
業
（
科
研
費
）
に
つ
い
て
は
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
源
泉
と
し
て
の
学
術
の
多
様
性
を
維
持
・
発
展
さ
せ

る
べ
く
、
融
合
・
学
際
領
域
、
国
際
展
開
を
重
視
し
つ
つ
改
革
・
強
化
。
（
参
考
３
参
照
）

•
戦
略
的
創
造
研
究
推
進
事
業
に
つ
い
て
は
、
学
術
研
究
と
応
用
・
開
発
研
究
と
を
よ
り
シ
ー
ム
レ
ス
に
つ
な
ぐ
べ
く
、
デ
ー
タ

ベ
ー
ス
の
活
用
や
、
他
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
・
産
業
界
と
の
連
携
の
段
階
的
強
化
等
に
よ
り
改
革
・
強
化
。
（
参
考
３
参
照
）

４
．
今
後
の
対
応

今
後
、

CS
TI
で
の
検
討
や
大
学
改
革
の
検
討
等
の
状
況
を
踏
ま
え
つ
つ
、
必
要
な
横
断
的
事
項
に
つ
き
さ
ら
に
検
討
。

個
々
の
研
究
費
に
つ
い
て
、
本
中
間
取
り
ま
と
め
に
基
づ
き
、
関
係
審
議
会
等
で
の
検
討
も
踏
ま
え
て
具
体
化
を
期
待
。

•
競
争
的
研
究
費
に
つ
い
て
、
政
府
統
一
ル
ー
ル
（
繰
越
手
続
の
簡
素
化
、
各
種
報
告
書
の
提
出
期
限
の
延
長
等
）
の
適
用

対
象
と
な
る
研
究
費
を
拡
大
す
る
方
向
で
検
討
す
る
こ
と
が
必
要
。

(4
)研
究
費
の
使
い
勝
手
の
一
層
の
向
上
策

(5
)研
究
力
強
化
に
向
け
た
研
究
費
改
革
の
加
速

•
共
同
研
究
、
産
学
連
携
、
若
手
研
究
者
支
援
等
の
促
進
の
た
め
、
競
争
的
研
究
費
に
よ
る
大
型
設
備
・
機
器
は
原
則
共
用
化
。

共
用
の
具
体
的
仕
組
み
は
各
大
学
等
で
定
め
る
が
、
競
争
的
研
究
費
の
審
査
で
確
認
す
る
こ
と
を
検
討
。

•
競
争
的
研
究
費
の
公
募
要
領
等
に
お
い
て
設
備
・
機
器
の
有
効
利
用
を
明
示
す
る
な
ど
の
制
度
改
善
を
図
る
。
大
学
等
が
、

間
接
経
費
の
活
用
も
含
め
て
、
共
用
の
た
め
の
仕
組
み
の
内
容
・
実
績
等
を
公
表
す
る
こ
と
で
、
共
用
を
促
進
。

(3
)研
究
設
備
・
機
器
の
共
用
の
促
進
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競
争
的
研
究
費
に
つ
い
て
は
、
産
業
競
争
力
会
議
の
状
況
も
踏
ま
え
、
次
期
科
学
技
術
基
本
計
画
に
沿
っ
た
施
策
展
開
を
し
て
い
く
た
め
に
、

「
研
究
成
果
の
持
続
的
最
大
化
」
の
た
め
の
競
争
的
研
究
費
に
係
る
改
革
の
方
向
性
等
に
つ
い
て
検
討
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
、
有
識
者
か
ら
助

言
を
得
る
た
め
、
「
競
争
的
研
究
費
改
革
に
関
す
る
検
討
会
」
を
開
催
。

①
競
争
的
研
究
費
に
係
る
課
題
の
分
析
に
関
す
る
助
言
、
②
競
争
的
研
究
費
改
革
の
方
向
性
に
関
す
る
助
言

等

主
査

濵
口

道
成

名
古
屋
大
学
前
総
長

主
査
代
理

大
垣

眞
一
郎

公
益
財
団
法
人
水
道
技
術
研
究
セ
ン
タ
ー
理
事
長
、
東
京
大
学
名
誉
教
授

有
信

睦
弘

国
立
研
究
開
発
法
人
理
化
学
研
究
所
理
事

井
関

祥
子

東
京
医
科
歯
科
大
学
大
学
院
医
歯
学
総
合
研
究
科
教
授

上
山

隆
大

政
策
研
究
大
学
院
大
学
副
学
長

甲
斐

知
惠
子

東
京
大
学
医
科
学
研
究
所
教
授

小
安

重
夫

国
立
研
究
開
発
法
人
理
化
学
研
究
所
理
事

佐
藤

勝
彦

大
学
共
同
利
用
機
関
法
人
自
然
科
学
研
究
機
構
長

角
南

篤
政
策
研
究
大
学
院
大
学
教
授

竹
山

春
子

早
稲
田
大
学
理
工
学
術
院
教
授

知
野

恵
子

読
売
新
聞
東
京
本
社
編
集
委
員

橋
本

和
仁

東
京
大
学
大
学
院
工
学
系
研
究
科
教
授

藤
巻

朗
名
古
屋
大
学
大
学
院
工
学
研
究
科
教
授

若
山

正
人

九
州
大
学
理
事
・
副
学
長

２
月
２
０
日
（
金
）
第
１
回
検
討
会

４
月
２
８
日
（
火
）
第
５
回
検
討
会

３
月

４
日
（
水
）
第
２
回
検
討
会

５
月
２
２
日
（
金
）
第
６
回
検
討
会

３
月
１
３
日
（
金
）
第
３
回
検
討
会

６
月

４
日
（
木
）
第
７
回
検
討
会

中
間
取
り
ま
と
め
骨
子
の
審
議

４
月
１
４
日
（
火
）
第
４
回
検
討
会

６
月
１
０
日
（
水
）
第
８
回
検
討
会

中
間
取
り
ま
と
め
審
議
（
座
長
預
か
り
）
→
6
/
2
4
取
り
ま
と
め

１
．
趣
旨

３
．
構
成
員

２
．
検
討
事
項

４
．
こ
れ
ま
で
の
経
緯

（
参
考

１
）

「
競
争

的
研

究
費

改
革

に
関

す
る

検
討

会
」

に
つ

い
て
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イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
実
現
の
た
め
に
取
り
組
む
べ
き
こ
と

（
１
）
改
革
の
必

要
性

（
２
）
間
接
経
費
の
措
置
こ
そ
が
適
切

①
融
合
性
、
国
際
性
な
ど
現
代
的
要
請
へ
の
対
応

知
の
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
の
拡
大
の
中
で
、
分
野
・
組
織
を
越

え
た
総
合
力
を
発
揮
し
、
挑
戦
で
き
る
環
境
整
備
が
必
要

②
産
学
連
携
の
本
格
化

産
業
界
の
要
請
に
応
え
て
、
大
学
等
が
研
究
活
動
を
拡
充

す
る
こ
と
に
伴
う
研
究
基
盤
の
整
備
が
必
要

③
研
究
基
盤
の
持
続
性
の
確
保

若
手
研
究
者
・
技
術
支
援
者
、
研
究
設
備
・
機
器
の
共
用

な
ど
の
研
究
基
盤
が
確
保
さ
れ
、
よ
り
良
質
な
研
究
成
果
が

持
続
的
に
供
給
さ
れ
る
体
制
の
整
備
が
必
要

④
研
究
者
の
研
究
環
境
の
向
上

若
手
の
キ
ャ
リ
ア
形
成
支
援
等
に
大
学
等
が
対
応
す
る
こ

と
を
支
援
す
る
必
要

①
大
学
等
に
よ
る
そ
れ
ぞ
れ
の
特
長
に
応
じ
た
独
自
の
取
組

が
可
能

②
所
属
研
究
者
が
外
部
資
金
を
獲
得
す
る
ほ
ど
、
研
究
機
関

の
間
接
経
費
も
増
え
、
所
属
研
究
者
と
研
究
機
関
の
協
働
に

好
循
環
を
起
こ
す

③
企
業
な
ど
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
と
の
組
織
的
対
話
の
本
格

化
を
通
じ
、
社
会
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
力
を
抜
本
的
に
強
化

④
間
接
経
費
の
活
用
に
係
る
戦
略
や
実
績
の
公
表
を
通
じ
、

研
究
機
関
の
取
組
の
透
明
性
向
上
等
組
織
的
改
革
を
促
す

大
学
等
の
組
織
的
取
組
を
進
め
る
た
め
、
間
接
経
費
を

全
て
の
競
争
的
研
究
費
に
適
切
に
措
置
す
る
こ
と

文
科
省
の
競
争
的
研
究
費
を

材
料
に
具
体
策
を
検
討

非
連
続
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
も

含
め
て
研
究
成
果
の
持
続
的

創
出
を
実
現

政
府

全
体
と
し
て
、
民
間
資
金
も
含

め
措

置
さ
れ
る
よ
う
総
合
科
学
技

術
・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
会
議

（
C
ST
I）

と
連
携

＜
呼
び
水
＞

（
３

）
具
体
的
な
措
置
方
法

（
間
接
経
費
の
特
長
）

（
参
考

２
）

間
接
経

費
の

適
切

な
措

置
の

観
点

か
ら

中
間

取
り

ま
と

め
を

改
め

て
整

理
し

た
も

の

シ
ー
ズ
創
出
力
の
強
化
、

産
学
連
携
の
本
格
化
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科
研
費
改
革

｢イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
源
泉
」
と
な
る
、

研
究
者
の
独
創
的
な
発
想
に
よ
る
多
様
で
卓
越
し
た
学
術
研
究
を
支
援

○
学
術
研
究
に
対
す
る
現
代
的
要
請
（
挑
戦
性
、
総
合
性
、
融
合
性
、

国
際
性
）
に
応
え
る
改
革
に
着
手

○
分
野
融
合
的
研
究
の
推
進

・
分
科
細
目
の
大
括
り
化
な
ど
審
査
方
式
の
抜
本
的
見
直
し

・
人
文
学
・
社
会
科
学
を
含
む
分
野
融
合
を
促
進
す
る
観
点
か
ら
の
特
設
分
野
研

究
の
拡
充

○
国
際
共
同
研
究
の
促
進

・
国
際
共
同
研
究
加
速
基
金
を
設
置
し
、
第
一
線
の
研
究
者
に
よ
る
国
際
共
同
研

究
へ
の
支
援
、
我
が
国
が
強
み
を
持
つ
研
究
領
域
を
ベ
ー
ス
と
し
た
海
外
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
の
形
成
、
海
外
か
ら
国
内
研
究
機
関
に
所
属
を
移
す
際
の
帰
国
発
展
研

究
に
対
す
る
支
援

※
専
門
家
に
よ
る
ピ
ア
レ
ビ
ュ
ー
、
あ
ら
ゆ
る
学
術
分
野
へ
の
助
成
、
個
人
と
し
て
の
研
究

者
支
援
等
、
科
研
費
制
度
の
「
不
易
」
は
堅
持

新
た
な
「
知
」
の
創
造

戦
略
創
造
事
業
改
革

ト
ッ
プ
ダ
ウ
ン
で
定
め
た
戦
略
目
標
の
下
、
社
会
・
経
済
的
な
価
値
を

見
据
え
た
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
指
向
の
戦
略
的
な
基
礎
研
究
を
推
進

○
学
術
研
究
か
ら
出
口
へ
つ
な
ぐ
シ
ー
ム
レ
ス
な
連
携
の
強
化

・
科
研
費
D
B
と
連
携
し
た
Ｆ
Ｍ
Ｄ
Ｂ
等
を
活
用
し
た
戦
略
目
標
の
設
定

・
Ｃ
Ｒ
Ｅ
Ｓ
Ｔ
に
ス
モ
ー
ル
ス
タ
ー
ト
方
式
（
※
）
の
導
入
を
検
討

・
研
究
成
果
を
基
に
し
た
投
資
案
件
の
早
期
発
掘
な
ど
、
成
果
を
下
流
に

つ
な
げ
る
た
め
の
仕
組
み
の
強
化
を
検
討

○
国
際
融
合
研
究
の
強
化

・
国
際
共
同
研
究
が
推
進
さ
れ
る
よ
う
な
運
営
の
強
化

・
分
野
の
特
性
に
応
じ
て
外
国
人
研
究
者
を
研
究
代
表
者
と
し
て
我
が
国

に
招
へ
い
し
て
実
施
す
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
可
能
性
を
検
討

○
若
手
・
女
性
研
究
者
な
ど
の
「
挑
戦
」
的
な
研
究
の
機
会
や
異
な
る

分
野
や
組
織
を
超
え
た
研
究
の
機
会
の
充
実

※
ス
モ
ー
ル
ス
タ
ー
ト
方
式

中
間
評
価
に
よ
り
、
産
業
界
と
の
連
携
に
つ
な
が
る
「
出
口
を
見
据
え
た
研
究
」
が
行
わ
れ

る
上
で
最
適
な
「
研
究
者
群
」
を
分
野
融
合
的
に
形
成
し
て
研
究
を
推
進

生
み
出
さ
れ
た
「
知
」
を

社
会
的
・
経
済
的
価
値
の
創
造
に
向
け
て
発
展

学
術
研
究
－
戦
略
研
究
の
シ
ー
ム
レ
ス
連
携
の
仕
組
み

○
科
研
費

DB
と
連
携
す
る
フ
ァ
ン
デ
ィ
ン
グ
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
・
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
（

FM
DB

)を
構
築
し
、

戦
略
事
業
に
お
け
る
政
策
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
サ
イ
ク
ル
を
確
立

（
参

考
３

）
研

究
費

制
度

改
革

に
よ

る
我

が
国

の
研

究
力

強
化
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